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1-2-1 地域障害者職業センター等における
障害者及び事業主に対する専⾨的⽀援

○概要
・障害者の希望や適性に合わせた働き⽅を実現する専⾨的⽀援の実施

個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする障害（精神障害、発達障害、⾼次脳機能障害等）を有する対象者に対して、キャリアのいずれのス
テージにおいても、希望や適性に合わせた働き⽅を実現できるよう個別の職業リハビリテーション（以下「職リハ」という。）計画に基づく、
専⾨的な⽀援を実施しています。なお、障害者雇⽤に係るセーフティネットとしての役割を果たすため、他の就労⽀援機関で対応が困難な障害
者に対する職リハの⽀援を実施しています。

「職リハ」･･･障害者が適当な就業の場を得、かつそれを継続することができるようにするための職業的サービスである職業指導、職業訓練等
「職業評価」･･･個々の障害者に対して、聞き取り調査や⼼理検査、職業適性検査等を通じ、きめ細やかに特性等を把握するとともに、対象者

の職場適応上の課題への対処⽅法、事業主に配慮を求める事項等の整理を⾏うもの
「職リハ計画」･･･職業評価により把握した情報と、労働市場の状況や個々の障害者の置かれている状況等を総合的に勘案しながら、職業的

⾃⽴を図っていくために必要な⽀援内容等を明⽰したもの

・職業準備⽀援の実施
職業上の課題の把握とその改善を図るための⽀援、職業に関する知識習得のための⽀援及び社会⽣活技能等の向上のための⽀援を効果的に実

施し、終了者の就職及び職場適応を図っています。

・ジョブコーチ⽀援の実施
対象となる障害者や事業主等の状況に応じた⽀援を着実に実施し、障害者の職場定着を図っています。また、必要に応じて関係機関のジョブ

コーチ等を招集した会議の開催等を通じて、ネットワーク構築や連携の在り⽅等の協議を⾏っています。

・精神障害者の総合雇⽤⽀援の実施
主治医、事業主、家族等関係者と密接な連携を図り、障害者に対する職業指導及び作業⽀援、事業主に対する雇⽤管理の助⾔・援助等を総合

的に⾏い、精神障害者の雇⼊れ、復職及び雇⽤継続を図っています。

・質の⾼い障害者雇⽤を⽀える事業主⽀援の実施
職業安定機関と連携しつつ、事業主に対する的確な⽀援を実施し、障害者の就職⼜は職場適応の促進に努めています。
また、障害者雇⽤の取組が進んでいない事業主に対して、様々な⽀援プランを提⽰する提案型事業主⽀援、ニーズが明確な事業主に対して、

事業主⽀援計画を策定し複数の⽀援を組み合わせた体系的な⽀援を実施しています。

重要度︓⾼ 困難度︓⾼
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評価項⽬Ｎｏ．１－２－１ 地域障害者職業センター等における
障害者及び事業主に対する専⾨的⽀援

重要度 ⾼
困難度 ⾼

Ⅰ 中期⽬標の内容
① 障害者の希望や適性に合わせた働き⽅を実現する専⾨的⽀援等を実施すること
－ 精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の職業リハビリテーション計画を策定した実⼈数 50,000⼈以上

※精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者に対する職業リハビリテーション計画策定実⼈数実績（平成30年度〜令和３年度平均11,347⼈）及び
職業リハビリテーション関係機関への助⾔・援助業務へ⽐重を置くことを踏まえて設定

－ 職業準備⽀援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の就職率（職場適応率含む。） 68%以上
※職業準備⽀援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の就職・職場適応率の実績（平成30年度〜令和３年度の就職率平均70.9％）

を踏まえて設定
－ ジョブコーチ⽀援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の⽀援終了６か⽉後の職場定着率 85％以上

※ジョブコーチ⽀援事業の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の職場定着率（平成30年度〜令和３年度の平均88.7％）の実績を
踏まえて設定

② 質の⾼い障害者雇⽤を⽀える事業主⽀援を実施すること
－ 事業主⽀援計画に基づく体系的な⽀援を実施した事業所数 5,000所以上

※事業主⽀援計画をもとに体系的な⽀援を実施した事業所数の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均970所）を踏まえて設定

【重要度︓⾼】多様な⼈材の⼀⼈⼀⼈がもつ潜在⼒を最⼤限発揮できる環境整備が求められる中、これまで就業が想定されにくかった重度障害者や多様な障害者の
就業ニーズへの対応が求められることとなり、個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする障害者への⽀援ニーズはますます⾼まることから、これに応
えることは極めて重要であるため。

【困難度︓⾼】個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする障害者への対応が求められる中、従来からの実績を踏まえた⾼い⽔準の実績を維持することは、⾼度な専⾨
性に加え、各⽀援場⾯における創意⼯夫、きめ細やかな対応を必要とするため。

⾃⼰評価 A （過去の主務⼤⾂評価 R５年度︓A ）
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Ⅱ 指標の達成状況
⽬標（指標）に対する取組状況 指 標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度
・個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要と

する障害を有する対象者に対して、
個別の職リハ計画に基づく専⾨的な
⽀援を実施

・公共職業安定所等の関係機関との
ネットワークを活⽤し、連携した⽀
援を実施

精神障害者、発達障害者及び
⾼次脳機能障害者の職業リハ
ビリテーション計画を策定し
た実⼈数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
50,000⼈以上(令和６年度⽬
標値10,000⼈以上)）

11,676⼈ 116.8% 11,539⼈ 115.4％

・個別⽀援計画に基づき⽀援メニュー
を柔軟に組み合わせた⽀援を実施

・個別⾯談や作業⽀援を通じて希望職
種や労働条件を整理した上で、公共
職業安定所等と連携し、就職⽀援を
実施

職業準備⽀援の終了者のうち
精神障害者、発達障害者及び
⾼次脳機能障害者の就職率
（職場適応率含む。）
（⽬標値 68%以上）

73.9％ 108.7％ 75.7％ 111.3％

・個別⽀援計画に基づく障害者や事業
所等の状況に応じたジョブコーチ⽀
援及び計画的なフォローアップを実
施

ジョブコーチ⽀援の終了者の
うち精神障害者、発達障害者
及び⾼次脳機能障害者の⽀援
終了６か⽉後の職場定着率
（⽬標値 85％以上）

89.1％ 104.8％ 89.3％ 105.1％

・職業安定機関が実施する雇⽤率達成
指導等と連携し、事業主の障害者雇
⽤に関する課題や⽀援ニーズを把握

・提案シート等を活⽤し様々な⽀援プ
ランを提案する提案型事業主⽀援を
実施

事業主⽀援計画に基づく体系
的な⽀援を実施した事業所数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
5,000所以上(令和６年度⽬
標値1,000所以上)）

1,115所 111.5% 1,151所 115.1％

要因分析（実績値/⽬標値が120％以上⼜は80％未満）

指 標 要 因 分 析（①「制度、事業内容の変更」、②「法⼈の努⼒結果」、③「外部要因」のいずれかに分類して分析すること）
同⼀指標で2年続けて達成度が120％以上⼜は80％未満の場合は、⽬標変更の要否を記載すること。

精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害
者の職業リハビリテーション計画を策定した
実⼈数
職業準備⽀援の終了者のうち精神障害者、発
達障害者及び⾼次脳機能障害者の就職率（職
場適応率含む。）
ジョブコーチ⽀援の終了者のうち精神障害者、
発達障害者及び⾼次脳機能障害者の⽀援終了
６か⽉後の職場定着率
事業主⽀援計画に基づく体系的な⽀援を実施
した事業所数
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Ⅲ 評定の根拠
根 拠 理 由

精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機
能障害者（以下、評定の根拠欄におい
て「三障害者」という。）の職リハ計
画を策定した実⼈数の確保に係る取組

【質的な取組】
・三障害者の希望や適性に合わせた働き⽅の実現に向け、対象者のニーズや状況等をきめ細かに把握した上で、個別の職リハ計画を策定し、⽀援に当
たっては、障害者職業総合センター（以下「総合センター」という。）の調査・研究等の成果も活⽤するなど、質の⾼い⽀援に取り組んだ。
なお、地域障害者職業センター（以下「地域センター」という。）の⽀援を利⽤した三障害者から⾼い評価（96.6％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする三障害者への対応が求められる中、地域センター職員に対し年次研修のみならず課題別研修等の実施など、
⾼い専⾨性の維持・向上に取り組んだ。また、各⽀援場⾯におけるきめ細やかな専⾨的⽀援の実施に当たっては、所内ケース会議で複数の障害者職業
カウンセラー（以下「カウンセラー」という。）が多⾓的に検討した上で個別の職リハ計画を策定し、三障害者の希望や適性に合わせた働き⽅の実現
に取り組んだ。
・三障害者の職リハ計画は、障害の特性（コミュニケーション⾯等）を踏まえて策定する必要があることから、模擬的就労場⾯（職業準備⽀援）の場
を活⽤した職業評価を実施するなど、より丁寧なアセスメントに取り組んだ。

職業準備⽀援の終了者のうち三障害者
の就職率（職場適応率含む。）及び
ジョブコーチ⽀援の終了者のうち三障
害者の⽀援終了６か⽉後の職場定着率
の向上に係る取組

【質的な取組】
・職業準備⽀援に当たっては、⽀援メニューを柔軟に組み合わせて実施することで就職率の向上に取り組むとともに、ジョブコーチ⽀援に当たっては、
ナチュラルサポート体制（必要な⽀援が上司や同僚により⾃然に⾏われる体制）を確⽴するなど職場定着率の向上に取り組んだ。
・また、職業準備⽀援を利⽤して就職・復職する際に、必要に応じてジョブコーチ⽀援として、職業準備⽀援で整理した特性や配慮事項の事業主への
伝達⽀援や習得したスキルの活⽤⽀援等を⾏い、就職・復職のみならず、その後の職場適応を図るなど、⼀貫した質の⾼い⽀援に取り組んだ。

【困難な状況への対応】
・個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする三障害者への対応が求められる中、地域センター職員に対し年次研修のみならず課題別研修等の実施など、
⾼い専⾨性の維持・向上に取り組んだ。また、各⽀援場⾯におけるきめ細やかな専⾨的⽀援の実施に当たっては、所内ケース会議で複数のカウンセ
ラーが多⾓的に検討した上で個別の職リハ計画を策定し、三障害者の希望や適性に合わせた働き⽅の実現に取り組んだ。（再掲）
・希望や適性に合わせた働き⽅の実現に向け、社会⽣活技能等の向上や職務遂⾏を円滑に進めるため等の⽀援等を必要とする三障害者に対し、個別の
⽀援計画に基づく職業準備⽀援及びジョブコーチ⽀援を実施し、就職率及び職場定着率の向上に取り組んだ。

事業主⽀援計画に基づく体系的な⽀援
を実施した事業所数の確保に係る取組

【質的な取組】
・テレワークで働く障害者の雇⼊れや、特に短い時間で働く重度障害者等の雇⽤など、施策の動向等に応じた事業主の⽀援ニーズの変化を踏まえ、研
修の実施や先⾏事例を共有し、カウンセラーの⽀援⼒の向上を図ったほか、外部専⾨家である「障害者雇⽤管理サポーター」と連携した⽀援を通じて、
事業主に対する質の⾼い体系的な⽀援等に取り組んだ。
なお、地域センターの事業主⽀援を利⽤した事業主から⾼い評価（92.8％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・ゼロ⼈雇⽤企業などの障害者雇⽤の取組が進んでいない事業主に対して、職業安定機関が実施する障害者雇⽤率達成指導等と連携した事業主⽀援を
実施するとともに、提案型事業主⽀援や体系的⽀援を積極的に実施し、事業主の具体的な課題の解決と障害者雇⽤の実現に取り組んだ。

参考指標
地域センター利⽤者（三障害）アンケート結果（「⽀援は
⼤変効果があった」「⽀援は効果があった」旨評価）

令和５年度 令和６年度
効果があったと評価 97.4% 96.6％

地域センター利⽤者（事業主）アンケート結果（「⽀援は
⼤変効果があった」「⽀援は効果があった」旨評価）

令和５年度 令和６年度
効果があったと評価 91.7％ 92.8％

参考事項
5



5,782  5,874  6,196  6,356  6,429 

4,072  4,352  4,512  4,740  4,530 

515 562
531 580 580

2,679  2,540  2,322  2,250  2,282 
13,048  13,328  13,561  13,926  13,821 

0

3,000

6,000

9,000

12,000

15,000
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精神障害 ⾼次脳機能障害発達障害 その他

○障害者の希望や適性に合わせた働き⽅を実現する専⾨的⽀援等の実施

➊精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の職リハ計画
策定実⼈数 11,539⼈ [11,676⼈]

精神障害者 6,429⼈
発達障害者 4,530⼈
⾼次脳機能障害者 580⼈

数値⽬標の達成状況

⽬ 標︓10,000⼈以上
達成度︓115.4％

・希望や適性に合わせた働き⽅の実現に向け、対象者のニーズや状況等をき
め細かに把握した上で、職業評価等を実施
- 職業評価では総合センターの調査・研究等の成果を積極的に活⽤すると
ともに、⾃⼰理解の促進や時間経過に伴う⾏動変化、コミュニケーショ
ン⾯及び集団場⾯での適応等について模擬的就労場⾯も活⽤

・職リハ計画については、対象者の希望や意⾒、対象者が利⽤する⽀援や社
会資源、⽀援機関の役割分担等を整理するとともに、主治医等から把握し
た意⾒や医療情報等に加え、職業能⼒・適性、障害特性等を踏まえた内容
で案を作成。さらに、所内ケース会議で複数のカウンセラーが多⾓的に検
討した上で、対象者に対するインフォームド・コンセントを徹底し、個別
の「職リハ計画」を策定

・職リハ計画をもとに、カウンセラー等による専⾨的⽀援を実施するととも
に、⽀援の状況に応じて柔軟に職リハ計画の⾒直しを実施

・個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする障害者への対応が求められる中、
カウンセラー等の⾼い専⾨性の維持・向上に向け、課題別研修等を実施

・利⽤した精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の96.6%から効
果があったと⾼い評価

○地域のセーフティネットとしての均等・公平な職リハサービスの実施
・地域のセーフティネットとして、他機関では対応が困難な障害者に対して、

ハローワーク等の関係機関とのネットワークを活⽤した⽀援を実施

うち

受付
ニーズ把握

職業相談
職業評価

所内ケース
会議

職業評価
結果説明

職リハ
計画策定

⽀援実施

⽀援の基本スキーム

職リハ計画策定実⼈数の推移

特性 ⽀援の困難性 ⽀援のポイント

精神障害
・疲れやすい、緊張が強い
・障害理解が深まりづらい
・⾃信を喪失しやすい

疾病の状況を把握しなが
ら、気分や体調の浮き沈
みへの対応等に向け、相
談の機会等をこまめに設
定する必要がある

個々のストレス要因や疲労
のサイン、考え⽅や認識の
仕⽅の傾向等を把握すると
ともに、その特徴の理解を
促しつつ対処法等を検討

発達障害

・⾏動のこだわり（変化への対
応が苦⼿）

・相⼿の気持ちが読み取りづら
い、関係構築が苦⼿

・能⼒がアンバランス、⾃⼰と
他⼈との認識がズレやすい

望ましい⾏動や考え⽅の
提案・助⾔を⾏う場合、
気付きを促すなど時間を
かけて本⼈が的確に理
解・認識できるよう個別
に対応する必要がある

個々の⾏動やコミュニケー
ション、社会性等の特徴を
把握するとともに、その特
徴の理解を促しつつ対処法
等を検討

⾼次
脳機能
障害

・新しい作業が覚えられない
・注意の集中や配分が苦⼿
・受障後の能⼒を客観的に捉え

にくい

障害状況及び職務上の課
題や対応の仕⽅が個別に
異なるため、時間をかけ
てその把握と対処⽅法の
検討・定着を⽀援する必
要がある

個々の障害状況と職務上の
課題を把握するとともに、
その特徴の理解を促しつつ
補完⼿段の習得を⽀援

障害種別ごとの特性や⽀援のポイント

※ [  ]内は前年度実績

◆個別の職リハ計画に基づく専⾨的⽀援の実施主な取組内容①

10,369 10,788 11,239 11,676

10,000

11,539
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丁寧な振り返りを通じて⾃⼰理解を促進

職業上の課題の把握と改善
・各種作業体験
・複数⼈で役割分担しながらの作業 など

職業に関する知識の習得
・履歴書の書き⽅、模擬⾯接
・障害等の開⽰・⾮開⽰ など

社会⽣活技能等の向上
・対⼈技能訓練
・ストレス対処講習 など

個別⾯談

各⽀援を通して就職後・職場復帰後の職場適応を促進

655 759 797 816 779 

965 1,026 1,085 1,004 1,000 
118 146 123 117 116179 171 176 152 171

1,917 2,102 2,181 2,089 2,066 

68.8% 72.1% 72.0% 73.9% 75.7%

0.0%

30.0%

60.0%

90.0%

0

1,000

2,000

3,000

4,000

5,000

6,000

R2 R3 R4 R5 R6（⼈）

精神障害 ⾼次脳機能障害発達障害 その他

精神・発達・⾼次脳機能障害者の就職率

○職業準備⽀援の実施

◆個別⽀援計画に基づく職業準備⽀援の実施と就職及び
職場適応の促進主な取組内容②

❷職業準備⽀援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び⾼次脳機能障害者の
就職率（職場適応率含む。） 75.7％ [73.9％]

数値⽬標の達成状況

・求職中・在職中の障害者に対して、個々の障害特性や職業上の課題、⽀援ニー
ズ等に応じた個別⽀援計画を策定

・様々な個別作業や設定された課題に協⼒し合いながら取り組むチーム作業等を
⾏う「職業上の課題の把握とその改善を図るための⽀援」、履歴書作成や模擬
⾯接等の各種講座を⾏う「職業に関する知識習得のための⽀援」、対⼈技能、
ストレス対処、障害特性の整理等の講座を⾏う「社会⽣活技能等の向上のため
の⽀援」といったメニューを柔軟に組み合わせて実施

・求職者については、個別⾯談や作業⽀援を通じて把握した希望の職種や労働条
件等を整理し、ハローワーク等と連携して就職活動の⽀援を実施

・就職・復職する際に、必要に応じてジョブコーチ⽀援として、職業準備⽀援で
整理した配慮事項等の事業主への伝達等を⽀援し、その後の職場適応を図るな
ど、⼀貫した質の⾼い⽀援を実施

⽬ 標︓68%以上
達成度︓111.3％

求職活動⽀援
・ジョブコーチの関わりにより
定着⽀援への円滑な移⾏を促進

職業準備⽀援就職率の推移（精神障害者・発達障害者・
⾼次脳機能障害者）

68.0％
(参考)職業準備⽀援対象者数

 ⾃⾝の特性と配慮事項の整理
 ストレス対処等の適応⼒向上
 特性に応じた補完⼿段の習得

職場
適応

就職
復職

 整理した特性や配慮事項の
事業主への伝達⽀援

 習得したスキルの活⽤⽀援

利⽤を通じて⾒込める主な効果 就職・復職後の⽀援

職業準備⽀援を実施した発達障害を有する学⽣の事例
・発達障害を有する⼤学院⽣で、学業との両⽴可能な就職⽀援

を希望
・ニーズを踏まえ、地域センターの職業準備⽀援の実施時期や

メニューを柔軟に設定
・職業準備⽀援では、ストレス対処や特性理解を深めるための

講習を中⼼に参加し、⾃分の特性と希望や適性に合わせた働
き⽅、ストレス対処、配慮事項等を整理

・準備が整ったことで、採⽤⾯接等の就職活動を主体的に実施
・障害者求⼈に応募した結果、⺠間企業の事務職に内定

夏期休暇

内
定

学業等

就職活動
ハローワークと職業相談 障害者専⽤求⼈応募

職業準備⽀援職業相談
職業評価

⽀援
計画

授業 論 ⽂ 作 成

夏休み

３か⽉間 週３⽇
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749 779 804 723 734 

964 1,019 1,077 1,075 1,060 
104 142 129 143 121
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精神障害 ⾼次脳機能障害発達障害 その他
精神・発達・⾼次脳機能障害者の定着率

・対象者や事業主等に対して、⽀援ニーズに応じた個別⽀援計画をカウンセラー
が策定

・個別性の⾼い専⾨的な⽀援を必要とする障害者及び事業主に対し、職場での課
題に応じた相談や特性に応じた指導⽅法の助⾔等のジョブコーチ⽀援を実施

・就職後に課題が⽣じ、問題が複雑化してから⽀援依頼があるなど、困難性の⾼
いジョブコーチ⽀援について、障害者と事業主双⽅の意向を踏まえつつ、職場
適応上の課題の把握・改善と⼈間関係の再構築等、ニーズに応じて実施

・ナチュラルサポート体制（必要な⽀援が上司や同僚により⾃然に⾏われる体制）
の確⽴に向け、⽀援の終盤には⽀援主体をジョブコーチから事業主に移⾏

・⽀援結果に基づき、フォローアップ計画を策定し、職場定着を図るための計画
的なフォローアップ⽀援を実施

○ネットワーク構築や連携の在り⽅等
・必要に応じてジョブコーチ等を招集したジョブコーチ⽀援事業推進協議会の開

催等を通じて、ネットワーク構築や連携の在り⽅等を協議

○ジョブコーチ⽀援の実施

❸ジョブコーチ⽀援の終了者のうち精神障害者、発達障害者及び
⾼次脳機能障害者の⽀援終了６か⽉後の職場定着率

89.3％ [89.1%]

数値⽬標の達成状況

主な取組内容③ ◆個別⽀援計画に基づく障害者や事業主等の状況に応じた
⽀援の実施

⽬標︓85%以上 達成度︓105.1％

ジョブコーチ⽀援の流れ

ジョブコーチ⽀援職場定着率の推移（精神障害者・発達障害
者・⾼次脳機能障害者）

相
談
受
付

⽀
援
調
整

⽀
援
開
始

⽀
援
終
了

移⾏⽀援期企
業

対
象
者

カ
ウ
ン
セ
ラ
ー

ジ
ョ
ブ
コ
ー
チ

ナチュラル
サポート

体制の確⽴
訪問︓週２
〜３⽇程度

課題分析・
改善

集中⽀援期

訪問︓１〜２
週に１⽇程度

⽀援主体を
ジョブコーチ
から事業主へ

フォロー
アップ

訪
問
・
打
合
せ

個別⽀援
計画策定

85.0％
(参考)ジョブコーチ⽀援対象者数

⽀援マニュアル No.26
「職場適応を促進するため

の相談技法の開発」

総合センターが開発した相談技法を活⽤したジョブコーチ⽀援
の事例

対象者

ジョブ
コーチ 事業主

ツールを⽤いた
相談⽀援

ナチュラルサポート
体制の確⽴

対象者と事業主を中⼼に
問題解決が可能となった

対象者 事業主

相談⽀援中⼼の
ジョブコーチ⽀援

・コミュニケーションの苦⼿さから、職場での⼈間関係に
問題が⽣じ、休職した精神障害者。カウンセラーが策定
した個別⽀援計画に基づき、ジョブコーチが⽀援マニュ
アルNo.26のストレス対処シートを⽤いた相談技法を活
⽤し、対象者の職場で勤務時間内に相談⽀援を実施

・最初はジョブコーチが中⼼に相談。段階的に相談の主体
を事業主に移⾏するとともに、問題が⽣じた時の相談⽅
法を対象者も習得。ナチュラルサポート体制が確⽴し、
職場適応が実現
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1,943 2,169 2,380 2,430 2,457 

86.7% 87.7% 87.5% 87.2% 86.5%
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対象者数復職率

○精神障害者総合雇⽤⽀援の実施

○個別⽀援計画に基づいたリワーク⽀援の実施
・休職者、事業主、主治医との相談等を通じて、復職に向けた３者の合意形成を

図る職場復帰のコーディネートについて、事業主のメンタルヘルス対策の取組
状況等も踏まえて実施

・⽀援ニーズ等に応じて策定した個別⽀援計画に基づき、地域センター内での作
業⽀援や講習を通じて、⽣活リズムの⽴て直しや、ストレス対処等の適応⼒向
上、事業主に対する職場の受⼊体制整備の⽀援を⾏い、円滑な復職を促進

・発達障害の傾向を有する者や、職務経験の希薄な若年者等、多様な精神障害者
に対しては、職業準備⽀援場⾯も活⽤し、個々の特性等に応じたスキル習得を
図るとともに、総合センターが開発したジョブリハーサルやキャリア講習等の
⽀援技法を活⽤し、復職後の環境等を想定した⽀援を実施

○医療機関、福祉機関等との連携による⽀援の実施
・医療機関によるリワークプログラムとの連携・役割分担により、対象者の医療

情報を得た上で、医療機関では対応が困難な事業主に対する⽀援やノウハウを
活かしたリワーク⽀援を展開

・復職⽀援に取り組む障害福祉サービス事業所に対して、助⾔・援助を通じてノ
ウハウを付与

精神障害者総合雇⽤⽀援
雇⽤前 雇⽤後

雇⽤促進
⽀援

職場復帰⽀援
(リワーク⽀援)

雇⽤継続
⽀援

リワーク⽀援復職率の推移

(⼈)

主な取組内容④ ◆⽀援ネットワークの構築・整備による精神障害者の
雇⼊れ、復職及び雇⽤継続の促進

・障害者雇⽤⽀援連絡協議会等を効果的に運営しつつ、ハローワーク・医療機関
等と緊密に連携し、精神障害者の雇⽤促進、職場復帰及び雇⽤継続⽀援を強化

・精神障害者の雇⽤管理に課題を有する事業主に対して、ジョブコーチ⽀援の活
⽤など、ニーズに応じた柔軟な⽀援を積極的に展開し、職場定着を推進

・雇⽤継続に当たってストレスのセルフケアや職場内のコミュニケーション等の
課題がある在職者を対象とした短期の職業準備⽀援を実施

リワーク⽀援
復職率 86.5％ [87.2％]

◆リワーク⽀援の実施主な取組内容⑤

※リワークとは、「復職」のReturn to Work（ﾘﾀｰﾝ
ﾄｩ ﾜｰｸ）を意味しています。

(参考)リワーク⽀援対象者数

利⽤者の状況に応じたリワーク⽀援の柔軟な実施事例

・復職のためには、⽣活リズムの確⽴、ストレス対処やコミュ
ニケーションスキルの向上等が必要であったが、地域セン
ターが遠隔地であったため、通所を要する取組への対応が難
しいと予想

・そのため、地域センターはオンラインを活⽤したリワーク⽀
援（ストレス対処講習等）や事業主及び主治医とのコーディ
ネートを実施し、通所による取組については、就労移⾏⽀援
事業所と連携・役割分担し、復職に向けた⽀援を実施

B市

休職者 就労移⾏
⽀援事業所

事業主
地域

センター

A市

主治医

通所
オンライン講習

リワーク⽀援

職場復帰の
コーディネート

助⾔・援助
協同⽀援
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・ゼロ⼈雇⽤企業などの障害者雇⽤の取組が進んでいない事業主に対して、職
業安定機関が実施する障害者雇⽤率達成指導等と連携した事業主⽀援を実施
するとともに、以下の提案型事業主⽀援や体系的⽀援を積極的に実施し、事
業主の具体的な課題の解決と障害者雇⽤の実現に貢献
- 障害者の雇⼊れ等に向けて課題を有するものの、具体的な取組事項が不明

確な事業主に対し、提案シート等を活⽤し、様々な⽀援プランについて提
案を⾏う提案型事業主⽀援を実施

- ⽀援ニーズが明確な事業主には事業主⽀援計画に基づき複数の⽀援を組み
合わせた体系的⽀援を実施

- 提案型事業主⽀援を通じ、取り組むべき課題が明確になった事業主に、事
業主⽀援計画に基づく体系的⽀援を実施し、具体的な雇⼊れや定着を⽀援

・全国の地域センターで、事業主同⼠の意⾒交換や情報提供を⽬的とした事業
主⽀援ワークショップを実施

・テレワークで働く障害者の雇⼊れや、特に短い時間で働く重度障害者等の雇
⽤など、施策の動向等に応じた事業主の⽀援ニーズの変化を踏まえ、全国の
カウンセラー等を対象とした研修の実施や先⾏事例を収集・共有により、カ
ウンセラーの⽀援⼒の向上を図ったほか、地域センターのみで対応困難な障
害者の雇⽤管理に係る専⾨事項について、外部専⾨家である「障害者雇⽤管
理サポーター」と連携した⽀援を実施

・数値⽬標（指標）を達成しただけでなく、地域センターの事業主⽀援を利⽤
した事業主の92.8%から効果があったと⾼い評価

❹事業主⽀援計画に基づく体系的な⽀援を実施した
事業所数 1,151所 [1,115所]

数値⽬標の達成状況

⽬ 標︓1,000所以上
達成度︓115.1％

○質の⾼い障害者雇⽤を⽀える事業主⽀援の実施

◆事業主に対する的確な⽀援の実施主な取組内容⑥

体系的⽀援実施事業所数の推移

受付
ニーズ把握

相談
所内ケース

会議
事業主⽀援
計画策定

⽀援実施
フォロー
アップ

事業主⽀援の基本スキーム

※必要な場合には、複数の⽀援を組み合わせた体系的⽀援を実施

ニ
ー
ズ
把
握

やるべきこと
ニーズ不明確

やるべきこと・ニーズ明確

段階に応じた⽀援を通じて、
具体的な課題解決や雇⽤の実現に貢献

体系的⽀援

・事業所の社員向け研修
・ジョブコーチ⽀援
等、複数の⽀援の組合せ

事業主⽀援
計画策定

⽀援
実施

ニーズ等の
明確化

提案型事業主⽀援

具
体
的
な
課
題
解
決

雇
⽤
の
実
現

継続的
ﾌｫﾛｰｱｯﾌﾟ

⽀援ﾌﾟﾗﾝ
提案

過去最⾼ 過去最⾼

提 案 型 事 業 主 ⽀ 援

段階に応じた⽀援を通じて、
具体的な課題解決や雇⽤の実現に貢献

ゼロ⼈雇⽤企業（製造関連）に提案型事業主⽀援を実施した事例

・Ａ社は障害者雇⽤率達成指導に同⾏した地域センターによる提案に対して、
⾝体障害者の採⽤へのこだわりや社内の理解等を理由に⽀援を希望せず

・地域センターはフォローアップを通じ、Ａ社⽅針の変化を把握し、⽀援プ
ランを再提案、体系的⽀援を実施。Ａ社は３名の雇⼊れを実現

体系的⽀援⽀援プラン提案 フォローアップ

障害者
雇⽤率

達成指導

⾝体障害者
の雇⼊れを
想定した
採⽤活動

応募者
なし

⽅針転換、
障害種別の
拡⼤を検討

職務
創出

⽀援機関
の活⽤

障害者
の

雇⼊れ
実現

「早急に雇⽤したい」の要望に、
労働市場の実情を踏まえ職務創出
を提案するも前向きな反応なし

既存の職務内容
の求⼈に応募が
ない状況を把握

⽀援プラン再提案
最初の提案に加え、⽀援機関
を活⽤した採⽤活動を提案す
ると⽀援の利⽤に進展

職務創出を⽀援、
職場実習を調整、
社員研修を実施

Ａ社

地域センター 事業主⽀援計画策定

提案型事業主⽀援から体系的⽀援への流れ

10



1-2-2 地域の関係機関に対する助⾔・援助及び
職業リハビリテーションの専⾨的な⼈材の育成

○概要
・地域の関係機関に対する助⾔・援助

地域の関係機関において効果的な⽀援が⾏われるよう、障害者就業・⽣活⽀援センター等を対象に、職リハの実施⽅法等に関する
専⾨的・技術的な助⾔・援助を⾏っています。

① 技術的助⾔︓職リハサービスの⾒直し、⽀援ツール利⽤⽅法などの説明、解説等
② 協同⽀援︓関係機関職員とカウンセラーとの協同⽀援を通じた説明、解説等
③ 実 習︓地域センターが⽀援する場⾯での関係機関職員の体験を通じた説明、解説等
職リハに関する実践的な知識・技術等の習得を進めるとともに、地域の関係機関との会議等を実施し、障害者の就業⽀援に関する

共通認識の形成を図ることにより、地域の職リハネットワークの形成を図っています。

・地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成強化
障害者就業・⽣活⽀援センター、就労移⾏⽀援事業所、その他医療、福祉等の⽀援担当者等を対象に、次の専⾨的・技術的研修を

実施し、職リハの専⾨的な⼈材の育成を⾏っています。
①実務的研修（就業⽀援基礎研修、就業⽀援実践研修）
②職場適応援助者（ジョブコーチ）の養成及び⽀援スキル向上のための研修
③障害者就業・⽣活⽀援センターの就業⽀援担当者を対象とした研修
④医療・福祉等の分野における職リハ実務者を対象とした研修

重要度︓⾼
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評価項⽬Ｎｏ．１－２－２ 地域の関係機関に対する助⾔・援助及び
職業リハビリテーションの専⾨的な⼈材の育成 重要度 ⾼

Ⅰ 中期⽬標の内容
① 地域の関係機関に対して助⾔・援助を実施すること
－ 職業リハビリテーション関係機関への助⾔・援助業務の実施件数 26,000件以上

※職業リハビリテーションに関する職業リハビリテーション関係機関への助⾔・援助に注⼒することを踏まえて、これまでの助⾔・援助（技術的助⾔、
協同⽀援、実習）の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均4,400件）を上回る⽔準として26,000件以上とする

－ 助⾔・援助を受けた関係機関に対する追跡調査における「⽀援内容・⽅法の改善に寄与した」旨の評価の割合 85％以上
※職業リハビリテーションに関する助⾔・援助を受けた関係機関に対するアンケート調査における「助⾔・援助が⽀援内容・⽅法の改善に寄与した」旨

の回答実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均95.9％）を踏まえて設定

② 地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成を強化すること
－ ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者数 3,000⼈以上

※ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者数の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均700⼈）を踏まえて設定
－ ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者の所属⻑に対する追跡調査における「障害者の職場定着に寄与した」旨の評価の

割合 90％以上
※ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者の所属⻑に対するアンケート調査における「障害者の職場定着に寄与した」旨の評価実績 （平成

30年度〜令和３年度の年間平均98.2％）を踏まえて、⽬標を⾒直して設定

【重要度︓⾼】多様な⼈材の⼀⼈⼀⼈がもつ潜在⼒を最⼤限発揮できるとともに、地域の就労⽀援機関や企業が相互に連携して障害者雇⽤に取り組めるよう、
地域の就労⽀援機関の基盤整備をさらに進めることが望まれる。そのための基礎となる職業リハビリテーションに係る⼈材の育成や就労⽀援
機関に対する助⾔・援助を推進していくことは極めて重要であるため。

⾃⼰評価 A （過去の主務⼤⾂評価 R５年度︓Ｂ ）
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Ⅱ 指標の達成状況
⽬標（指標）に対する取組状況 指 標 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度
・個別の障害者⽀援等を通じて把握

した関係機関のニーズを踏まえた
助⾔・援助の実施

職業リハビリテーション関係機関への助
⾔・援助業務の実施件数
（⽬標値 中期⽬標期間中に26,000件
以上(令和６年度⽬標値4,600件以上)）

5,506件 119.7％ 5,794件 126.0％

・地域の状況や関係機関のニーズに
応じた助⾔・援助の実施

助⾔・援助を受けた関係機関に対する
追跡調査における「⽀援内容・⽅法の
改善に寄与した」旨の評価の割合
（⽬標値 85％以上）

97.0％ 114.1％ 96.2％ 113.2％

・ニーズに応じた開催⽅法等の設定 ジョブコーチ養成研修及び同スキル向
上研修の受講者数
（⽬標値 中期⽬標期間中に3,000⼈
以上(令和６年度⽬標値600⼈以上)）

761⼈ 126.8％ 842⼈ 140.3％

・アンケート結果を踏まえた実施⽅
法等の⾒直し

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向
上研修の受講者の所属⻑に対する追跡
調査における「障害者の職場定着に寄
与した」旨の評価の割合
（⽬標値 90％以上）

97.9％ 108.8％ 95.9％ 106.6％

要因分析（実績値/⽬標値が120％以上⼜は80％未満）

指 標 要 因 分 析（①「制度、事業内容の変更」、②「法⼈の努⼒結果」、③「外部要因」のいずれかに分類して分析すること）
同⼀指標で2年続けて達成度が120％以上⼜は80％未満の場合は、⽬標変更の要否を記載すること。

職業リハビリテーション関係機関への助
⾔・援助業務の実施件数

②「法⼈の努⼒結果」③「外部要因」
アセスメントに関する関係機関の学習ニーズの⾼まりを受け、関連するテーマについて、圏域内の複数の関係機関を対象とした学習会等を

実施したことに加え、令和７年度から新たに実施する「雇⽤と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修」等の開始を⾒据え、
関係機関に対する周知・広報を過年度から引き続き積極的に⾏ったことにより、助⾔・援助業務の実施件数が増加し、⾼い達成度につながっ
たものと考えられる。

助⾔・援助を受けた関係機関に対する追跡
調査における「⽀援内容・⽅法の改善に寄
与した」旨の評価の割合

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研
修の受講者数

②「法⼈の努⼒結果」③「外部要因」
ジョブコーチ養成研修について、⺠間事業主の障害者雇⽤率が引き上げられたこと等に伴う受講ニーズの⾼まりを受け、受講者が参加しや

すい集合形式とオンライン形式を組み合わせた実施形式の回数を前年度よりも３回増やしたことや１回当たりの受⼊れ⼈数を増やしたことに
より、受講者が増加し、⾼い達成度につながったものと考えられる。

指標については、第５期中期⽬標策定時に厚⽣労働省から⽰されたものであり、実績平均値等を踏まえて、次期中期⽬標策定までに⽬標⽔
準の引上げも含め、そのあり⽅について検討・協議する。

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研
修の受講者の所属⻑に対する追跡調査にお
ける「障害者の職場定着に寄与した」旨の
評価の割合
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Ⅲ 評定の根拠
根 拠 理 由

職業リハビリテーション関係機関への
助⾔・援助業務の実施件数及び助⾔・
援助を受けた関係機関に対する追跡調
査における「⽀援内容・⽅法の改善に
寄与した」旨の評価の割合の確保・向
上に係る取組

【質的な取組】
・障害者就業・⽣活⽀援センターと連携し、圏域内の複数の関係機関を対象とした学習会を開催するなど、地域の就労⽀援
ネットワークの強化を通じて、効果的な職業リハビリテーションサービスの実施に取り組んだ。
なお、指標のとおり、関係機関の所属⻑から⾼い評価（96.2％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・新設された就労移⾏⽀援事業所等の中には、個々の職員の就労⽀援の知識や経験に幅がある状況が⾒られることから、地域
センターでは、個別のニーズや知識・経験に応じた助⾔・援助に取り組んだ。

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向
上研修の受講者数及び受講者の所属⻑
に対する追跡調査における「障害者の
職場定着に寄与した」旨の評価の割合
の確保・向上に係る取組

【質的な取組】
・令和５年度のアンケート調査の結果等を踏まえ、令和６年度のジョブコーチ養成研修においては、受講者が参加しやすい集
合形式とオンライン形式を組み合わせて実施するなど、受講者の利便性の向上に取り組んだ。
なお、指標のとおり、受講者の所属⻑から⾼い評価（95.9％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・令和７年度以降に新たに実施する「雇⽤と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修（以下「基礎的研修」と
いう。）」をはじめとする研修体系全般の構築や円滑に研修を開始するための準備等の業務に取り組む中、現⾏のジョブコー
チ養成研修における受講ニーズの⾼まりに応えるために、令和６年度は受講者が参加しやすい集合形式とオンライン形式を組
み合わせた実施形式の回数を前年度よりも３回増やしたことに加え、１回当たりの受⼊れ⼈数も増やして実施するなど、受講
希望者の受講機会の確保に取り組んだ（対前年度81⼈増）。

地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成強
化

【質的な取組・困難な状況への対応】
障害者就労を⽀える⼈材をこれまで以上に地域において育成する必要があるため、従来の業務と併⾏しながら、令和７年度以
降、新たに全都道府県で年間約4,000⼈の受講を想定している基礎的研修をはじめとする研修体系全般の構築を⾏うとともに、
新たな研修体系を踏まえた障害者就業・⽣活⽀援センター及びジョブコーチ養成研修等の新たなカリキュラム及びシラバスの
作成、研修効果を鑑みた基礎的研修オンデマンド教材への⾳声解説の収録及び字幕挿⼊並びに視聴順及び確認テストの設定を
⾏った。また、受講者層の拡⼤や受講履歴情報等の確実な管理対応等に向け、職リハ⼈材研修管理システムの構築に取り組み、
⼀部の研修で電⼦申請サービスによる申請受付を試⾏したほか、令和７年度以降の研修実施に向けて、地域センターの担当者
向け連絡会議を開催するなど、万全な準備に取り組んだ。

参考指標

参考事項
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○助⾔・援助の効果的な実施
・障害者就業・⽣活⽀援センター等の関係機関が、より効果的な職リハサービス

を実施することができるよう、技術的助⾔、協同⽀援、実習により助⾔・援助
を実施

○地域の関係機関に対する助⾔・援助

➊職業リハビリテーション関係機関への助⾔・援助業務の実施件数

5,794件 [5,506件]

❷助⾔・援助を受けた関係機関に対する追跡調査における「⽀援内容・⽅法
の改善に寄与した」旨の評価の割合

96.2％ [97.0％]

数値⽬標の達成状況 ※[  ] 内は前年度実績

⽬標:85％以上 達成度:113.2％

◆地域の関係機関に対する助⾔・援助の実施主な取組内容①

⽬標:4,600件以上 達成度:126.0％

助⾔・援助業務実施件数の推移

4,600

ハローワーク

障害者就業・⽣活
⽀援センター

就労移⾏⽀援
事業所等

教育機関医療機関

事業主障害者

ノウハウを活⽤

研修・
ノウハウ提供

研修・
ノウハウ提供

地域センター 総合センター
研究成果・⽀援技法の普及

ノウハウ
を活⽤

ノウハウ
を活⽤

研修・
ノウハウ提供

研修・
ノウハウ提供

研修・
ノウハウ提供

就労⽀援ネットワークによる⽀援体制と助⾔・援助の相関図

・障害者就業・⽣活⽀援センターと連携し、圏域内の複数の関係機関を対象とし
た学習会を開催するなど、地域の就労⽀援ネットワークを強化

・新設された就労移⾏⽀援事業所等の中には、個々の職員の就労⽀援の知識や経
験に幅がある状況が⾒られることから、個別の障害者⽀援や各種研修を契機と
した個別のニーズや知識・経験に応じた助⾔・援助を実施

・アセスメントに関する関係機関の学習ニーズの⾼まりを受け、企業での就労を
想定したアセスメントの実施⽅法に関する助⾔・援助を実施

教育機関に対する助⾔・援助の取組事例

（事例２）
複数の⼤学を対象に、キャリアセンター等の職員に対して地域センターの業務説明をオン
ラインで実施。併せて、障害を有する学⽣への就職に向けた⽀援⽅法、就労⽀援機関との
連携⽅法等について、質疑応答を通じて助⾔を実施

（事例１）
発達障害を有する学⽣について、⼤学が⾯接対策を実施しているものの成果が得られず、
本⼈との関わり⽅や今後の就職⽀援のイメージを持つことが難しいとの相談を受け、助⾔
を実施。具体的な体験を通じた振り返りが効果的であることを解説するととともに、地域
センターの職業評価や職業準備⽀援等の活⽤について情報提供

関係機関に対する知識・経験に応じた助⾔･援助の⽀援事例

就労移行
支援事業所 B

就労移行
支援事業所 A

新設

経験が
浅い

個別のニーズ

就労⽀援におけるア
セスメントの知識・
経験が不⾜

学習会の実施

テーマ
「就労⽀援におけるアセスメ
ントの基礎知識」

・新設された就労移⾏⽀援事業所等の個別のニーズを踏まえ、⼆
つの就労移⾏⽀援事業所を対象に、就労⽀援におけるアセスメ
ントに関する学習会を実施

・学習会の後、実際の⽀援場⾯の⾒学を通した実践的ノウハウの
習得に向けた相談を実施

過去最⾼

過去最⾼
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○地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成強化
❸ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者数

842⼈ [761⼈] 

❹ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修の受講者の所属⻑に
対する追跡調査における「障害者の職場定着に寄与した」 旨の
評価の割合 95.9％ [97.9%] 

数値⽬標の達成状況

⽬標︓600⼈以上 達成度︓140.3％

⽬標︓90％以上 達成度︓106.6％

主な取組内容② ◆地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成強化
の実施

・専⾨的な⼈材の育成を図るため、医療・福祉等の分野の⽀援担当者等
を対象に、職リハに関する専⾨的・技術的研修を、ジョブコーチ等の
職種別・課題別に実施

・令和５年度のアンケート調査の結果等を踏まえ、令和６年度のジョブ
コーチ養成研修においては、受講者の利便性の向上のため、受講者が
参加しやすい集合形式とオンライン形式を組み合わせた実施形式の回
数を前年度よりも３回増やして実施

・加えて、ジョブコーチ養成研修における受講ニーズの⾼まりに応える
ため、研修の質が担保できる範囲で、運⽤上、令和５年度よりも１回
当たりの受⼊れ⼈数を増やして実施したことにより、受講希望者の受
講機会を確保（対前年度81⼈増）

【ステップ２】

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上研修

ジョブコーチ養成研修

受講者数745⼈
アンケート有⽤度98.3％

ジョブコーチ⽀援スキル向上研修

養成研修修了者サポート研修

⽀援スキル向上研修
修了者サポート研修

受講者数97⼈
アンケート有⽤度100.0％

⼀定の実務経験を経たジョブコーチとし
て必要な知識・スキルの習得

【ステップ１】

研修修了者に⽀援の
実践的なノウハウを付与

研修修了者に⽀援の
実践的なノウハウを付与

ジョブコーチとして⽀援を⾏う上で
必要な知識・スキルの習得

受講者数
738⼈

受講者数
1,188⼈

就
業
⽀
援

課
題
別
セ
ミ
ナ
ー

実務的研修及び医療・福祉等分野
における職リハ実務者の研修

就業⽀援基礎研修

【ステップ１】
就業⽀援実践研修

【ステップ2】
就業⽀援スキル向上研修

【ステップ３】

受講者数2,479⼈
アンケート有⽤度98.7％

受講者数552⼈
アンケート有⽤度98.9％

受講者数24⼈
アンケート有⽤度100.0％

受講者数45⼈
アンケート有⽤度97.2％

就業⽀援担当者研修
主任就業⽀援担当者研修

障害者就業・⽣活⽀援センター
職員研修

就業⽀援スキル向上研修

【ステップ２】

【ステップ１】

受講者数25⼈
アンケート有⽤度100.0％

受講者数194⼈
アンケート有⽤度99.4％

受講者数57⼈
アンケート有⽤度100.0％

ジョブコーチ養成研修の実施⽅法

①集合研修
「職リハやジョブコーチ⽀援に関する
⼀般的な知識・技術の習得を⽬的とした講
義等を中⼼とした研修」

②実技研修
「ジョブコーチ⽀援に関する個別・具体的な
理解、⽀援技法の習得等を⽬的とした実習等
を中⼼とした研修」

・総合センター及び⼤阪センターで開催
（⼀部科⽬をオンライン形式で実施する回あり）

・訪問型、企業在籍型︓それぞれ年10回

講義
計1,130分

講義・演習
計300分

事例研究
160分

計1,590分（４⽇間）

講義・意⾒交換
60分

講義・演習
計270分

演習
60分

事例研究
120分

計930分（４⽇程度）

協⼒事業所での実習を通じた演習
420分

・各地域センターで開催

計８⽇程度

ジョブコーチ養成研修及び
同スキル向上研修の受講者数

366

677

733

761

842

0 300 600 900

R2

R3

R4

R5

R6

養成研修 スキル向上研修

ジョブコーチ養成研修及び同スキル向上
研修受講者の所属⻑に対する追跡調査

研修で得た⽀援⽅法を実践すると共に、他の
社員へアドバイスも⾏い、⽀援体制強化に繋
がっている。（企業在籍型ジョブコーチ所属
⻑）

「障害者の職場定
着に寄与した」
旨の評価の割合

95.9％
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雇⽤と福祉の分野横断的な基礎的知識・スキルを付与する研修（基礎的研修）

就業⽀援
テーマ別

研修

ステップアップ研修Ⅱ

ステップアップ研修Ⅰ

基礎的研修
フォローアップ研修

主任就業⽀援担当者研修

就業⽀援スキル向上研修

就業⽀援担当者研修

上級ジョブコーチ
養成研修

ジョブコーチ養成研修

ジョブコーチ
養成研修
修了者

サポート
研修

等

⽀
援
技
術
レ
ベ
ル
の
イ
メ
｜
ジ

障害者就業・⽣活⽀
援センター研修

職場適応援助者
（ジョブコーチ）研修

実務的研修及び
医療・福祉等分野
職リハ実務者研修

主任就業⽀援担当者研修

就業⽀援スキル向上研修

就業⽀援担当者研修 就業⽀援実践研修

就業⽀援スキル向上研修
就業⽀援
課題別

セミナー

就業⽀援基礎研修

ジョブコーチ
⽀援スキル向上研修

ジョブコーチ養成研修

ジョブコーチ
養成研修
修了者

サポート
研修 等

⾒直し

医療・福祉等分野
職リハ実務者研修

新R7障害者就業・⽣活
⽀援センター研修

職場適応援助者
（ジョブコーチ）研修

改R8

新R7

新R7

新R7

新R7

新R7改R8

改R8

改R8

新R8 改R8

改R8

令和６年度までの研修体系全般

⾒直し後の研修体系全般 新 改新たな研修⼜は研修
体系として実施

研修⼜は研修体系の⼀部
を⾒直して実施

※ 年度の記載は新たな研修⼜は
⾒直した研修等の開始予定年度

・従来の業務と併⾏しながら令和７年度以降、新たに全都道府県で年間約4,000⼈
の受講を想定している基礎的研修をはじめとする研修体系全般の構築や受講者層
の拡⼤等に備えた職リハ⼈材研修管理システムの構築作業等を実施

・カウンセラーとして必要な能⼒について、採⽤後の年次に応じた専⾨研修（１･３･５･９年次）や各職場でのOJTにより養成
・事業主⽀援及び地域の就労⽀援を⽀える⼈材の育成の重点化のため、令和６年度から新たなカリキュラム等による専⾨研修を実施
・新たな取組として、オンラインによる情報交換及び経験交流の試⾏実施、オンデマンド教材を活⽤した知識・スキルの付与、厚⽣労働⼤⾂指

定講習等を実施

◆障害者職業カウンセラーの養成及び研修の実施主な取組内容④

基礎的研修をはじめとする研修体系全般の構築

○研修カリキュラムの作成及び⾒直し等

・令和７年度以降の受講者層の拡⼤や受講履歴情報等の確
実な管理対応等に向け、⼀元管理システムの設計・構築
に取り組み、⼀部の研修で電⼦申請サービスによる申請
受付を試⾏

・⼤幅な受講者数の増加や運⽤⽅法の変更が⾒込まれるな
か、円滑な研修の実施が担保できるよう、地域センター
担当者を対象に連絡会議を開催し、令和７年度に向けた
具体的な準備事項を説明

○職リハ⼈材研修管理システムの構築作業等

・障害者就業・⽣活⽀援センター及びジョブコーチ養成研
修等について、厚⽣労働省の作業部会においてとりまと
められたモデルカリキュラムに基づき、作業部会を設置
し新たなカリキュラム及びシラバスを作成

・基礎的研修のオンデマンド科⽬について、知識の習得等
の学習効果を担保するために、教材作成に当たっては、
オンデマンド教材に⾳声解説の収録及び字幕の挿⼊のほ
か、研修効果を鑑みた科⽬の視聴順や科⽬ごとの⼩テス
ト・まとめテスト（確認テスト）を設定

・地域センターが実施する基礎的研修の集合研修科⽬にお
いても、地域によって知識の習得内容に差が⽣じないよ
う、全国均⼀の新たな教材を作成したほか、地域事情に
応じた項⽬は、各地域センターで補⾜する形式で作成

◆新たに実施する研修体系全般の構築等主な取組内容③

新規
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1-2-3 職業リハビリテーションに関する調査・
研究及び新たな技法等の開発の実施と
その普及・活⽤の推進

○概要
・新しい就労⽀援ニーズ等に対応した職リハに関する調査・研究及び技法開発の実施
＜調査・研究＞

職リハに関する施策の充実や、地域センターをはじめ障害者就業・⽣活⽀援センター等の就労⽀援機関における⽀援技術の向
上のため、以下の内容を重点に研究を⾏っています。
1 発達障害、精神障害、⾼次脳機能障害及び難病者等の職リハに関する先駆的研究
2 職リハ業務を⾏う地域センター等の現場の課題解決に資するための研究
3 地域の就労⽀援機関向けの有効な⽀援ツール等の開発のための研究
4 国の政策⽴案に資する研究

＜技法開発＞
発達障害者や精神障害者等これまでの⽀援技法では効果の現れにくい障害者に対して、調査・研究とあいまって、以下の内容

を重点に技法の開発を⾏っています。
１ 発達障害者の就労⽀援に関する多様な職業的課題に対応した⽀援技法
２ 在職精神障害者の職場復帰及び⾼次脳機能障害者の就労⽀援に関する基本的労働習慣の獲得に重点を置いた⽀援技法
３ 新しい就労⽀援ニーズ等に対応した⽀援技法

・研究・開発成果の積極的な普及・活⽤
研究・開発成果については、調査研究報告書、マニュアル等に取りまとめ、関係施設、⾏政機関、事業主等に配布するととも

に、「職業リハビリテーション研究・実践発表会（以下「職リハ研究・実践発表会」という。）」や「⽀援技法普及講習」等
により普及を図っています。

・企業に対する実践的⼿法の開発・提供
障害者の職域拡⼤、雇⽤に関する問題点の解消⽅法等に関して、マニュアル等を事業主に提供しています。

困難度︓⾼

18



評価項⽬Ｎｏ．１－２－３ 職業リハビリテーションに関する調査・研究及び
新たな技法等の開発の実施とその普及・活⽤の推進

⾃⼰評価 A

Ⅰ 中期⽬標の内容
① 新しい就労⽀援ニーズ等に対応した職業リハビリテーションの調査・研究、技法開発を実施すること
－ 外部の研究評価委員による各研究テーマの評価に係る合計点数の平均 5点以上

※各研究テーマに対する外部の研究評価委員の評価の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均5.31点）を踏まえて設定
－ 外部の研究評価委員の評価を受ける研究テーマ数 25本以上

※外部の研究評価委員の評価を受ける研究テーマ数の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均5.75本）を踏まえて設定
－ 職業リハビリテーションに関するマニュアル、教材、ツール等の作成件数 30件以上

※マニュアル、教材、ツール等の作成件数の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均7.75件）を踏まえて設定

② 研究・開発成果の積極的な普及・活⽤を図ること
－ 職業リハビリテーション研究発表会（地⽅対象）の開催回数 75回以上

※地⽅会場において開催する職業リハビリテーション研究発表会の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均14.75回）を踏まえて設定

【困難度︓⾼】これまでの⽀援技法では対処困難な事例等について、その課題解決に資するための最新の知⾒の集約、新たな技術・⽀援ツール及び先駆的な技法の
開発が求められることに加え、外部の研究評価委員による評価に関する指標において全ての外部の研究評価委員から１点以上の評価を得、かつ、う
ち３分の２の委員から最⾼の評価である２点を得るという極めて⾼い⽬標を設定するため。

困難度 ⾼

（過去の主務⼤⾂評価 R５年度︓A ）
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Ⅱ 指標の達成状況

⽬標（指標）に対する取組状況 指 標
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度
・中期計画に掲げる事項に重点を置いた調

査・研究の実施
・厚⽣労働省等要望元とのきめ細かな調整

・検討による研究計画の策定、外部有識
者の意⾒を踏まえた調査内容・⽅法の精
査による質の⾼い研究の実施

・研究実施体制の整備及び進捗管理の徹底

外部の研究評価委員による各研
究テーマの評価に係る合計点数
の平均
（⽬標値 ５点以上）

5.50点 110.0% 5.40点 108.0％

外部の研究評価委員の評価を受
ける研究テーマ数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
25本以上(令和６年度⽬標値５
本以上))

６本 120.0% ５本 100.0％

・要望元の意⾒等を踏まえた、職業リハビ
リテーションに携わる関係者や事業主に
とって利⽤しやすいマニュアル、教材、
ツール等の作成

職業リハビリテーションに関す
るマニュアル、教材、ツール等
の作成件数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
30件以上(令和６年度⽬標値６
件以上)）

6件 100.0％ ６件 100.0％

・地域のニーズ・要望に基づく職業リハビ
リテーション研究発表会（地⽅対象）の
開催

職業リハビリテーション研究発
表会（地⽅対象）の開催回数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
75回以上(令和６年度⽬標値15
回以上)）

16回 106.7％ 20回 133.3％

要因分析（実績値/⽬標値が120％以上⼜は80％未満）

指 標 要 因 分 析（①「制度、事業内容の変更」、②「法⼈の努⼒結果」、③「外部要因」のいずれかに分類して分析すること）
同⼀指標で2年続けて達成度が120％以上⼜は80％未満の場合は、⽬標変更の要否を記載すること。

外部の研究評価委員による各研究テーマの
評価に係る合計点数の平均
外部の研究評価委員の評価を受ける研究
テーマ数
職業リハビリテーションに関するマニュア
ル、教材、ツール等の作成件数

職業リハビリテーション研究発表会（地⽅
対象）の開催回数

②「法⼈の努⼒結果」③「外部要因」
最新の研究成果を⽀援に活かしたいとのニーズの⾼まりを受け、開催回数を前年度から４回増やしたとともに、地域の要望に応じた研究

テーマや実施形式で開催するなど、現場のニーズを踏まえた職業リハ研究発表会（地⽅対象）の開催に取り組んだことにより、⾼い達成度に
つながったものと考えられる。
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Ⅲ 評定の根拠
根 拠 理 由

外部の研究評価委員による各研究
テーマの評価に係る合計点数の平均
及び外部の研究評価委員の評価を受
ける研究テーマ数の確保・向上に係
る取組

【質的な取組】
・職リハに関する施策の充実や就労⽀援における⽀援技術等の向上のため、研究テーマについては、厚⽣労働省の要望や地域センター等の現場ニーズ
を踏まえ設定し、研究計画の策定については、複数の研究員が部⾨横断的に研究の視点や⼿法に係る意⾒交換を⾏うなど、調査・研究の質の向上に取
り組んだ。また、各研究の実施に当たっては、研究委員会⼜は有識者ヒアリングを必須とし、外部専⾨家の意⾒を踏まえて調査の内容・実施⽅法・分
析の視点を精査するとともに、厳格な進捗管理を⾏うなど、最新の知⾒を集約した質の⾼い研究成果となるよう取り組んだ。
なお、指標のとおり、外部の研究評価委員から⾼い評価（合計点数の平均5.40点/６点）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・これまでの⽀援技法では対処困難な事例等の課題解決が必要な中、調査・研究に当たっては、各研究テーマにおいて研究委員会⼜は有識者ヒアリン
グを37回（１テーマ当たり平均7.4回）実施するなど、外部の有識者の専⾨的かつ最新の知⾒も取り⼊れるとともに、⽀援技法の開発に当たっては、
新たな技術・⽀援ツール及び先駆的な技法となるよう、地域センター、関係機関及び事業主等のニーズ把握に取り組んだ。
・障害特性や働き⽅の多様化に加えて、技術⾰新等により障害者就労を取り巻く環境も変化する中、調査・研究の成果は、職リハ技術の⾼度化・体系
化及びその他障害者雇⽤に関する施策の推進に寄与する内容であることが求められるため、外部の有識者の専⾨的かつ最新の知⾒を取り⼊れつつ、関
係機関等と連携して調査・研究を実施するなど、障害者の職域拡⼤・職業⽣活の向上に向けて取り組んだ。

職業リハビリテーションに関するマ
ニュアル、教材、ツール等の作成件
数の確保に係る取組

【質的な取組】
・調査・研究に係るマニュアル等の作成に当たっては、関係機関や事業主等にとって利⽤しやすい成果物となるよう調査・研究の要点や活⽤のポイン
トの整理に取り組んだ。また、⽀援技法に係るマニュアル等の作成に当たっては、利⽤者や⽀援者等からの意⾒を踏まえた効果検証を⾏い、その結果
を反映させるなど、質の向上に取り組んだ。
なお、令和５年度に作成したマニュアル等に係る就労⽀援機関への利⽤状況調査（有⽤度）において、⾼い評価（88.1％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・これまでの⽀援技法では対処困難な事例等の課題解決が必要な中、調査・研究に当たっては、各研究テーマにおいて研究委員会⼜は有識者ヒアリン
グを37回（１テーマ当たり平均7.4回）実施するなど、外部の有識者の専⾨的かつ最新の知⾒も取り⼊れるとともに、⽀援技法の開発に当たっては、
新たな技術・⽀援ツール及び先駆的な技法となるよう、地域センター、関係機関及び事業主等のニーズ把握に取り組んだ。（再掲）
・法改正に伴い雇⽤の質の向上が求められる中、研究成果等は事業主や関係機関が理解しやすい内容とする必要があることから、「障害者の働く職場
のコミュニケーションに関するアイデア集」に係るリーフレットや「精神障害者保健福祉⼿帳を所持する⽅の就業の状況と企業が取り組む職場の配
慮・措置」に係るパンフレットを作成及び配布するとともに、ホームページでも情報発信して活⽤を促すなど、事業主等の⾃主的な取組の⽀援に取り
組んだ。

職業リハビリテーション研究発表会
（地⽅対象）の開催回数の確保に係
る取組

【質的な取組】
・地⽅における職リハ研究発表会について、地域の要望に応じたテーマや実施形式（集合形式、オンライン形式）で開催するなど、研究・開発成果の
積極的な普及・活⽤及び参加機会の確保に取り組んだ。
なお、参加者から研究成果の今後の活⽤に係る有⽤度において⾼い評価（96.3％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・法改正に伴う障害者雇⽤率の引上げや除外率の引下げのほか、テレワーク等ICTを活⽤した新しい働き⽅の実現が求められるなど、障害者就労を取り
巻く環境が変化する中、研究・開発成果の速やかな発信・普及により、地域の就労⽀援機関等の⽀援⼒向上に取り組んだ。

参考事項

参考指標
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➊外部の研究評価委員による各研究テーマの評価に係る合計点数の平均 5.40点 [5.50点 ]
❷外部の研究評価委員の評価を受ける研究テーマ数 ５本 [６本 ]

○職リハの調査・研究、技法開発の実施
⽬標︓５点以上 達成度︓108.0％

⽬標︓５本以上 達成度︓100.0％

※[  ]は前年度実績数値⽬標の達成状況

研究テーマ 概要 評価結果 計 主な評価コメント

精神障害者の等級・疾患
と就業状況との関連に関
する調査研究

障害者雇⽤率制度についての国での議論に資するため、精
神障害者の等級・疾患と就業の実態や就労上の課題との関
連を把握することを⽬的として実施した。

２ ２ １ ５

精神障害者の就業上の配慮・措置の実施状況やその負担は、⼿
帳の等級や疾患により決定するものではないとの結論は、今後
の精神障害者雇⽤施策を考える上で有⽤な知⾒である。
研究成果は市⺠に広く公開されるものであるため、分析結果の
記述等をよりわかりやすくする⼯夫が必要である。

障害のある労働者の職業
サイクルに関する調査研
究（第８期調査最終期）

障害のある労働者の職業⽣活の全体像を捉え、その職業サ
イクルの現状と課題を把握し、企業における雇⽤管理の改
善や障害者の円滑な就業の実現に向けた基礎資料を得るこ
とを⽬的として実施した。

２ ２ ２ ６ 本研究は、震災・コロナ禍・法制度改正等の事象を踏まえた分
析がなされており、総合的にも⾼く評価される。

「実⾏機能」の視点を⽤
いた効果的なアセスメン
ト及び⽀援に関する調査
研究

⾏動、感情、認知といった実⾏機能に困難がある対象者へ
の効果的なアセスメント⽅法及び効果的な⽀援のポイント
について、⽀援プログラムの分析及び⽀援者を対象とした
調査を基に明らかにすることを⽬的として実施した。

２ ２ ２ ６
従来型の⽀援では理解・⽀援が難しいとされている事例に対す
る新たな⽀援の視点を提供し就労⽀援の実践現場の⽀援者が抱
える困難感を軽減することに⼤きく貢献することが期待できる。

職場における情報共有の
課題に関する研究

職場における情報のやり取りについて、障害者がどのよう
な課題に直⾯し、どのような配慮を必要としているかを明
らかにするとともに、課題解消の取組事例を把握すること
を⽬的として実施した。

２ １ １ ４

「障害者の働く職場のコミュニケーションに関するアイデア
集」を企業担当者が読みやすいようにポイントを絞ってまとめ
ている点も、有⽤性の点で評価できる。
新しい就労形態における情報共有のあり⽅についても検討を深
め、新しい働き⽅を提案できる研究への発展を期待したい。

就労⽀援実務者の専⾨性
と⽀援⼒に資する知識・
スキル等に関する研究

就労⽀援実務者が必要な知識・スキル等を具体的に網羅し
整理すること及び地域の実情を踏まえ就労⽀援実務者が優
先的に習得すべき内容や、知識・スキル等の向上に向けた
具体的な取組みを明らかにすることを⽬的として実施した。

２ ２ ２ ６
施策との関連性の⾼さ、研究成果の実⽤性、またその成果を
チェックリスト等に展開する視点などから、本研究は実際の⼈
材育成における質の担保にも直結する、⾮常に価値ある研究で
あると総合的に判断できる。

◆令和６年度に終了した研究の概要及び研究評価の内容
※評価点︓２（優れている）１（やや優れている）０（やや劣っている・劣っている）

「精神障害者保健福祉⼿帳を所持する⽅の就業の状況と企業が取り組む職場の配慮・措置」
（精神障害者の等級・疾患と就業状況との関連に関する調査研究）

・精神障害のある⽅が企業でどのように働いているか調査し、疾患と等級、産業分野、職種、継続年数、勤務時間
等についての傾向をまとめた。

・働く精神障害者に対する具体的な配慮、措置についてまとめており、職場での雇⽤管理への活⽤等が期待される。

作成した研究成果物と期待される活⽤例
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主な取組内容① ◆令和６年度に実施した研究テーマ

企業における障害者雇⽤の質の向上に向けた取組の現状と課題を把握し、優れ
た実践を⾏っている企業の取組事例を紹介することで、障害者雇⽤の質の向上
や地域センター等の企業⽀援に役⽴つことを⽬的として実施

研究テーマ内容例（新規研究テーマの①）
「企業における障害者雇⽤の質の向上に向けた取組の現状と課題に関する調査研究」

・研究計画の策定に当たっては、複数の研究員が部⾨横断的に研究の視点や⼿
法に係る意⾒交換を実施

・各研究の実施に当たっては、研究委員会⼜は有識者ヒアリングを必須とし、
外部専⾨家の意⾒を踏まえて調査の内容・実施⽅法・分析の視点を精査
また、進捗管理表等を活⽤し、厳格な進捗管理を実施
令和６年度終了研究における研究委員会等の実施回数︓37回

（１テーマ当たり平均7.4回）

◆令和６年度に実施した職リハ技法等の開発・改良

【新規研究テーマ︓４件】
①企業における障害者雇⽤の質の向上に向けた取組の現状と課題に関する

調査研究（厚⽣労働省要望）
②「就労⽀援のためのアセスメントシート」の効果的な活⽤⽅法に関する研究
③障害者⼿帳を所持していない精神障害者・発達障害者の就労実態等に関する

調査研究（厚⽣労働省要望）
④諸外国における障害者雇⽤施策の現状と課題に関する研究

（厚⽣労働省要望）
【継続研究テーマ︓７件】※太字は令和６年度終了研究

⑤精神障害者の等級・疾患と就業状況との関連に関する調査研究
（厚⽣労働省要望）

⑥障害のある労働者の職業サイクルに関する調査研究（第８期 調査最終期）
⑦「実⾏機能」の視点を⽤いた効果的なアセスメント及び⽀援に関する調査

研究
⑧職場復帰⽀援におけるキャリア再形成に関する調査研究
⑨職場における情報共有の課題に関する研究
⑩就労⽀援実務者の専⾨性と⽀援⼒に資する知識・スキル等に関する研究
⑪中⾼年齢障害者の雇⽤継続⽀援及びキャリア形成⽀援に関する研究

（厚⽣労働省要望）

障害者就業・⽣活
⽀援センター

就労移⾏⽀援
事業所等

教育機関医療機関

事業主障害者

地域センター等のニーズ
を踏まえ、先駆的な職リ
ハを実施し、⽀援技法等
を開発・改良

地域センター

総合センター

ニーズの把握

実践成果の共有

研修・ノウハウ提供
を通じた波及効果、
更なるニーズの萌芽

職業リハビリテーション技法等の開発・改良の流れ

⽀援技法等の普及

⽀援技法等を活⽤した個別⽀援

・発達障害者、精神障害者、⾼次脳機能障害者の就労⽀援に関する⽀援技法
及び新しい就労⽀援ニーズ等に対応した⽀援技法の４テーマについて、６
件の開発・改良を実施

【新規開発︓３件】
①作業管理⽀援の改良（仮称）
②在職中の⾼次脳機能障害者の職場再適応に向けた⽀援技法の開発
（仮称）
③雇⽤管理場⾯における職場適応を促進するための相談技法の開発
（仮称）

【継続開発︓３件】※令和６年度終了
①発達障害者の障害特性を踏まえた相談の進め⽅
②職場復帰に向けた調整のための効果的なアセスメントの実施⽅法
③⾼次脳機能障害者の⾃⼰理解を進めるための⽀援技法の開発

▲⾼次脳機能障害者の⾃⼰理解を進めるための⽀援技法の開発現場

○調査・研究の質の向上への取組
技術⾰新等により障害者就労を取り巻く環境も変化する中、外部の有識者の

専⾨的かつ最新の知⾒を集約しつつ、関係機関等と連携し、質の⾼い研究成果
となるよう調査・研究を実施
・研究テーマについては、厚⽣労働省の要望や地域センター等の現場ニーズを

踏まえて、以下のとおり設定
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❸職業リハビリテーションに関するマニュアル、教材、ツール等の
作成件数 ６件 [６件]

○研究・開発成果の積極的な普及・活⽤、実践的⼿法の開発・提供

主な取組内容②

数値⽬標の達成状況

⽬標︓６件以上 達成度︓100.0％

◆マニュアル、教材、ツール等の作成
関係機関や事業主等にとって利⽤しやすい成果物となるよう、調査・研

究については要点や活⽤のポイントを整理し、技法開発については利⽤者
や⽀援者等からの意⾒を踏まえた効果検証結果を反映

【障害者の職務設定、職務創出、再設計のためのデータブック】
＜概要＞

障害者を雇⽤する事業所へのアンケート調査結果に
基づき、障害者の従事する具体的な職務内容を251の
「課業等」に分類・整理して、産業別、障害種別等に
集計を⾏った。
＜活⽤例＞
・障害者の職務設定、職務創出・再設計について検討する際の参考

資料として事業主⽀援、ハローワーク職員を対象とした研修にお
いて活⽤した。（地域センター）

・障害者雇⽤の経験が少ない企業より職務設定の相談があった際に
活⽤した。（障害者就業・⽣活⽀援センター）

・具体的な職務内容が統計として出ており、業務切り出しの提案と
して活⽤した。（障害者就業・⽣活⽀援センター）

①障害者の働く職場のコミュニケーションに関するアイデア集
職場でのコミュニケーションにおいて⽣じる課題を解消するために、事業主や障
害者本⼈が⾏っている配慮や⼯夫についてのアイデアを紹介するリーフレット
②パネル調査がとらえた障害のある⼈の職業⼈⽣
障害のある労働者約1,000⼈に対して、16年間に８回アンケート調査を実施し、
ライフコースの変化を追跡、世代に応じた経験や障害種類、社会情勢や時代の変
化による就労実態を明らかにするマニュアル
③精神障害者保健福祉⼿帳を所持する⽅の就業の状況と企業が取り組む職

場の配慮・措置
企業等での就業の状況を調査し、働く精神障害者に対する具体的な配慮・措置に
ついて分析し、企業での雇⽤管理や就労⽀援機関の職員に活⽤していただくため
のパンフレット
④発達障害者の障害特性を踏まえた相談の進め⽅
⾃⼰理解を深め、課題への対処⽅法や配慮事項の整理を進める過程でのポイント
を分析・整理し、相談の構造化や新たに作成した相談サポートツールを⽤いた⽀
援の概要や実施⽅法、留意事項を取りまとめた⽀援マニュアル
⑤職場復帰に向けた調整のための効果的なアセスメントの実施⽅法
効果的に職場復帰⽀援が実施されるよう、休職者・事業主・主治医３者の基本情
報を的確に把握・整理し、復職への課題や⽀援⽬標に関する共通認識の形成に向
けたアセスメントの実施⽅法の検討状況を取りまとめた実践報告書
⑥⾼次脳機能障害者の⾃⼰理解を進めるための⽀援技法の開発
障害特性に対する理解を起点として、職務遂⾏上必要な補完⼿段の活⽤や環境調
整の実施、キャリアの⾒直し等、⼀連の過程を通して⾃⼰理解を進めるための効
果的な⽀援技法の検討状況を取りまとめた実践報告書

【⾼次脳機能障害者の就労に役⽴つ視聴覚教材】
＜概要＞

障害特性への気づきを深めるグループワークや対
処⼿段の習得、メモリーノート訓練を個別⽀援やオ
ンライン⽀援などの⽀援場⾯でも実施できるように
視聴覚教材を開発。⽀援マニュアルと活⽤ガイドを
分冊化し、DVD教材も細かくチャプターで区切るな
ど、ニーズや課題に応じて効果的に活⽤できるように作成した。
＜活⽤例＞
・障害の整理と対応について、当事者と⼀緒に考えたり提案する

ことができた。（⾼次脳機能障害者⽀援拠点機関）
・同じ障害の当事者が集まりにくいため、グループワークの代替

として個別に活⽤した。（障害者就業・⽣活⽀援センター）

マニュアル・教材・ツール等の活⽤例

○マニュアル等の普及・活⽤等
・事業主等の⾃主的な取組を⽀援するため、マニュアル等を配布す

るだけでなくホームページでも情報発信するなど活⽤を促進
・就労⽀援機関に対して、令和５年度に作成したマニュアル等に係

る利⽤状況を調査 有⽤度88.1％
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○学会等発表︓14件 [７件] ○成果物の展⽰・配布︓26件 [22件]
（⽇本職業リハビリテーション学会、⽇本発達障害学会等）

○研修等講義︓119件 [117件]（難病・慢性疾患全国フォーラム2024等）

【学会等での発表、各種研修での講義等】

【⽀援技法普及講習の実施】

・全ての広域・地域センターへ早期に技法を普及するため、オンラインを
活⽤して、上半期中に講習を実施

【実績】延べ実施センター 84か所［87か所］
実施回数 24回［24回］
延べ受講者数 1,366⼈［1,383⼈］

○⽀援技法普及講習

主な取組内容④ ◆企業に対する実践的⼿法の開発・提供

○障害者雇⽤事例リファレンスサービスの充実
・掲載事例数︓3,666件 [3,635件]
・全国の事例をデータベース化してモデル事例・合理的

配慮事例の別に紹介

○地⽅における職リハ研究発表会
・地域の企業、就労⽀援機関等を対象とし、地域の要望に応じたテーマや実施

形式（集合形式、オンライン形式）で開催するなど、研究・開発成果の積極
的な普及・活⽤及び参加機会を確保

・障害者就労を取り巻く環境の変化に対応するため、研究・開発成果を速やか
に発信・普及

・20回[16回]開催（うち４回[２回]はオンライン開催）
・参加者数485⼈[431⼈] ・参加者アンケート結果 有⽤度96.3％[95.4％] 

○第32回職リハ研究・実践発表会（11⽉）
・参加者のニーズを踏まえ、意⾒交換や経験交流等を実施
・ホームページ上に動画及び研究･実践発表資料等を掲載
・特別講演のテーマに即して、病院、事業主団体等に開催

案内を送付
・参加者数962⼈ [946⼈※ライブ配信参加者312⼈を含む］

オンデマンド視聴回数878回［1,233回] 
・参加者アンケート結果 有⽤度98.6%［99.4％]
＜プログラム＞
・特別講演・パネルディスカッション（２テーマ）
・研究・実践発表 ⼝頭発表70題［60題］

ポスター発表37題［20題］
発表資料ダウンロード数13,701件［8,374件］

❹職業リハビリテーション研究発表会（地⽅対象）の開催回数
20回 [16回]

◆研究・開発成果の積極的な普及・活⽤主な取組内容③

数値⽬標の達成状況

⽬標︓15回以上 達成度︓133.3％

・調査研究報告書やマニュアル・教材・ツール等のダウンロード数
181,895件［182,595件］

○インターネット（ホームページ）による情報発信
・研究成果の普及を⽬的として、令和５年度終了研究６本の解説動画をNIVR

ホームページに掲載
・教育機関への普及のため、「就労⽀援のためのアセスメントシート」に関す

る情報を国⽴特別⽀援教育総合研究所のメールマガジンにて発信
・こころの⽿ホームページにメンタルヘルスに関する研究成果を４本掲載
・（独）科学技術振興機構の主催する論⽂検索サイトJ-STAGEに調査研究報告

書サマリーを登録 総ページビュー数 6,792PV [4,920PV]
・全国の産業保健総合⽀援センターのメールマガジンに令和５年度終了研究の

成果物に関する記事を掲載
・各研究員について知っていただく機会を設けるためNIVRホームページに

研究員紹介の欄を掲載
○リーフレット等による情報発信
・令和５年度に終了した研究及び技法開発成果物に関するリーフレットを作成

し、機構ニュースによるプレスリリース、企業向けの研修会や地⽅における
職リハ研究発表会において配布

・精神障害関係の学会等に、関連の研究報告書やマニュアル等を紹介したリー
フレットを配布

・「働く広場」に調査研究・技法開発成果を計11回掲載。令和７年３⽉号には
３本の企業向けマニュアルの紹介記事を掲載

【インターネット等による研究成果の情報発信】

【研究・開発成果の共有化】

【職リハ研究・実践発表会等の開催】

▲職業リハビリテーショ

ン研究・実践発表会

▲地方における職リハ

研究発表会

○聴覚障害者の雇⽤⽀援マニュアル
・これまでの職場定着推進マニュアルとコミック版を統合

し、⼿話動画も取り⼊れたマニュアルを制作
○障害者雇⽤に関するQ&A
・「はじめての障害者雇⽤〜事業主のためのQ&A〜」の

掲載内容を更新し、書籍版を増刷

新規

新規

新規
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1-５ 障害者職業能⼒開発業務

○概要
・職業訓練上特別な⽀援を要する障害者に対する職業訓練の実施

機構が運営する障害者職業能⼒開発校２校（中央障害者職業能⼒開発校（埼⽟県所沢市）（以下「中央校」という。）、吉備⾼原
障害者職業能⼒開発校（岡⼭県加賀郡吉備中央町）（以下「吉備校」という。）（以下、中央校及び吉備校を併せて「機構営校」と
いう。））は、「職業訓練上特別な⽀援を要する障害者（以下「特別⽀援障害者※」という。）」を積極的に受け⼊れ、より効果的
な指導技法等を開発しながら先導的な職業訓練を実施しています。

具体的には以下のとおりとされています。
①視覚障害１級・２級の者 ②上肢障害１級の者 ③２級以上の両上肢機能障害及び２級以上の両下肢機能障害を重複する者
④脳性まひによる上肢機能障害１級・２級の者 ⑤体幹障害１級・２級であって、特に配慮を必要とする者 ⑥精神障害者 ⑦発達障害者
⑧⾼次脳機能障害者 ⑨重度知的障害者 ⑩知的障害及び⾝体障害の重複障害であって、特に配慮を必要とする者

・就職率向上に向けた取組
ハローワーク等との連携による⽀援や従来の訓練では就職が困難な訓練⽣の就職促進に取り組んでいます。

・障害者に対する指導技法等の提供・普及等
先導的職業訓練の実施により得られた指導技法等について、他の障害者職業能⼒開発校及び⼀般の職業能⼒開発校等へ普及を推進

することにより、特別⽀援障害者等向け訓練コースの設置等の⽀援に取り組んでいます。

＜中央校における訓練科＞ 機械製図科、電⼦機器科、テクニカルオペレーション科、建築設計科、DTP・Web技術科、
OAシステム科、経理事務科、OA事務科、オフィスワーク科、物流・資材管理科、アシスタントワーク科

＜吉備校における訓練科＞ 機械製図科、電⼦機器科、システム設計科、経理事務科、OA事務科、アシスタントワーク科
※「特別⽀援障害者」とは

障害者職業能⼒開発校において重点を置いて⽀援すべき対象者で、以下に該当する者を指します。
（１）⼀般的な集合訓練の実施に困難な⾯があり、障害の態様に応じた個別的対応を特に要する障害者
（２）障害の態様に応じた職業訓練に関わる技法・経験がまだ⼗分蓄積されておらず、新たな技能習得ノウハウの開発・試⾏等の対応を要する障害者
（３）特別な⽀援を要する障害者に対して適切に対応できる精神科医などの専⾨家や⽀援者等との継続的な連携・協⼒を要する障害者

重要度︓⾼
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評価項⽬Ｎｏ．１－５ 障害者職業能⼒開発業務

Ⅰ 中期⽬標の内容
機構営校は、先導的な職業訓練の実施を通じて開発した特別⽀援障害者に対する指導技法等を職業能⼒開発校等に対してより⼀層普及

させること
－ 機構営校における特別⽀援障害者の定員に占める割合 60％以上

※特別⽀援障害者の定員に占める割合の実績（平成30年度〜令和３年度の平均62.5％）を踏まえて設定
－ 機構営校における訓練修了者の訓練終了後３か⽉時点の就職率 75％以上

※訓練修了者の就職率の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均76.0％）を踏まえて設定
－ 指導技法等の提供に係る⽀援メニュー（「障害者職業訓練推進交流プラザ」「指導技法等体験プログラム」）の受講機関数

600機関以上
※「障害者職業訓練推進交流プラザ」（障害者職業能⼒開発校、⼀般の職業能⼒開発校及び都道府県）及び「指導技法等体験プログラム」（障害者職業

能⼒開発校、⼀般の職業能⼒開発校及び都道府県）におけるこれまでの参加機関の実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均138機関）を踏まえて設定
－ 指導技法等の提供に係る「指導技法等体験プログラム」及び「専⾨訓練コース設置・運営サポート事業」の利⽤機関に対する追跡調査

における「⽀援内容・⽅法の改善に寄与した」旨の評価 90％以上
※「指導技法等体験プログラム」及び「専⾨訓練コース設置・運営サポート事業」の利⽤機関に対する追跡調査により、「⽀援内容・⽅法の改善に寄与し

た」旨の回答実績（平成30年度〜令和３年度の年間平均99.7％）を踏まえて設定

【重要度︓⾼】「障害者基本計画」等を踏まえ、機構営校においては、希望と適性に応じた働き⽅を選択できるように障害種別によらない職業訓練を実施することや、多様な働き⽅に
対応できるような職業訓練を展開するとともに、それらの実施を通じて開発した特別⽀援障害者等に対する指導技法等を職業能⼒開発校等に対してより⼀層普及させる
という重要な役割を担っているため。

重要度 ⾼
⾃⼰評価 B （過去の主務⼤⾂評価 R５年度︓Ｂ ）
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Ⅱ 指標の達成状況

⽬標（指標）に対する取組状況 指 標
令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度

実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度 実績値 達成度

・特別⽀援障害者の重点的な受⼊れ
・広報、周知等の募集活動の積極的実施
・障害種別等によらない、希望と適性に

応じた訓練コースにおける受⼊れ

機構営校における特別⽀援障害
者の定員に占める割合
(⽬標値 60％以上) 66.0％ 110.0％ 66.0％ 110.0％

・訓練⽣に対する就職活動に向けたきめ細
かな⽀援

・特注型企業連携訓練の推進
・企業への積極的な働きかけ

機構営校における訓練修了者の
訓練終了後３か⽉時点の就職率
(⽬標値 75％以上) 85.6％ 114.1％ 75.6％ 100.8％

・会場参加とオンラインとのハイブリッ
ト⽅式など開催⽅法の⼯夫

・指導技法体験プログラムにおけるニー
ズを踏まえたコース設定

指導技法等の提供に係る⽀援メ
ニュー（「障害者職業訓練推進
交流プラザ」「指導技法等体験
プログラム」）の受講機関数
（⽬標値 中期⽬標期間中に
600機関以上(令和６年度⽬標値
120機関以上)）

137機関 114.2％ 131機関 109.2％

・指導技法体験プログラムにおけるニー
ズを踏まえたコース設定

・個別のニーズに応じた専⾨訓練コース
設置・運営サポート事業の実施

指導技法等の提供に係る「指導
技法等体験プログラム」及び
「専⾨訓練コース設置・運営サ
ポート事業」の利⽤機関に対す
る追跡調査における「⽀援内
容・⽅法の改善に寄与した」旨
の評価
（⽬標値 90％以上）

100.0％ 111.1％ 100.0％ 111.1％

※５⽉15⽇時点
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指 標 要 因 分 析（①「制度、事業内容の変更」、②「法⼈の努⼒結果」、③「外部要因」のいずれかに分類して分析すること）
同⼀指標で2年続けて達成度が120％以上⼜は80％未満の場合は、⽬標変更の要否を記載すること。

機構営校における特別⽀援障害者の定員
に占める割合

機構営校における訓練修了者の訓練終了
後３か⽉時点の就職率
指導技法等の提供に係る⽀援メニュー
（「障害者職業訓練推進交流プラザ」
「指導技法等体験プログラム」）の受講
機関数
指導技法等の提供に係る「指導技法等体
験プログラム」及び「専⾨訓練コースの
設置・運営サポート事業」の利⽤機関に
対する追跡調査における「⽀援内容・⽅
法の改善に寄与した」旨の評価

要因分析（実績値/⽬標値が120％以上⼜は80％未満）
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Ⅲ 評定の根拠
根 拠 理 由

機構営校における特別⽀援障害者の定員に占
める割合の向上に係る取組

【質的な取組】
・福祉、教育、医療の各分野から雇⽤に向けた障害者⽀援の流れを踏まえ、障害者の職域拡⼤のために、障害種別によらず希望と適性に応
じた職業訓練を実施することや、デジタル技術を活⽤した新たな就労イメージを意識した職業訓練を展開するとともに、これらの職業訓練
と適応⽀援を⼀体的に実施するなど、質の⾼い先導的な職業訓練に取り組んだ。

【困難な状況への対応】
・機構営校独⾃の先導的な職業訓練（特別⽀援障害者に対する職業訓練）の受講促進に向け、障害者の希望と適性に応じた訓練コースを提
供し、⼊校機会を多く設定していることや、全訓練科において職業訓練と適応⽀援を⼀体的に提供していること、デジタル技術を活⽤した
職業訓練など、機構営校ならではの取組を積極的に周知するとともに、訓練体験を伴う内容のオープンキャンパスを実施したほか、年間を
通じて全国の関係機関への計画的な訪問やオンラインを活⽤した募集活動等を実施するなど、訓練⽣の確保に取り組んだ。

機構営校における訓練修了者の訓練終了後３
か⽉時点の就職率の向上に係る取組

【質的な取組】
・企業等の施設⾒学の積極的な受⼊れ（199社）や、障害者採⽤準備講座（77社）、会社説明会（41社）を開催し、企業の障害者雇⽤に対
するイメージを醸成し、採⽤意欲の向上を図ったほか、訓練⽣の就職活動においては、訓練⽣が就職を希望する全国の求⼈事業所等に出向
き、職場実習に係る⽀援や⾯接同⾏など、質の⾼い⽀援に取り組んだ。

【困難な状況への対応】
・職業訓練を必要とする求職障害者は、障害の重度化、多様化の傾向があるため、職業訓練の実施のみならず、訓練初期に円滑な訓練⽣活
に移⾏するための導⼊期の訓練を実施するとともに、体調の⾃⼰管理やコミュニケーションスキルの向上を⽬的として、個別の⽀援計画を
策定し、継続した適応⽀援に取り組んだ。
また、就職に向けて、施設内の訓練で習得した技能を実際の職場で活⽤することが困難な特別⽀援障害者の訓練⽣に対し、雇⼊れを検討し
ている企業での訓練を組み合わせた特注型企業連携訓練を実施し、当該企業における職務や環境に応じたスキルの習得⽀援に取り組んだ。

指導技法等の提供に係る⽀援メニュー（「障
害者職業訓練推進交流プラザ」「指導技法等
体験プログラム」）の受講機関数並びに指導
技法等の提供に係る「指導技法等体験プログ
ラム」及び「専⾨訓練コース設置・運営サ
ポート事業」の利⽤機関に対する追跡調査に
おける「⽀援内容・⽅法の改善に寄与した」
旨の評価の確保・向上に係る取組

【質的な取組】
・機構営校においてはデジタル技術を活⽤した新たな就労イメージを意識した職業訓練の実施など障害者の職域拡⼤に向けた訓練を実施す
るだけでなく、蓄積したノウハウを速やかに障害者職業訓練推進交流プラザや指導技法等体験プログラム等を通じて、他の職業能⼒開発校
等への情報提供・普及に取り組んだ。
なお、指標のとおり、利⽤機関から⾼い評価（100.0％）を得ることができた。

【困難な状況への対応】
・特別⽀援障害者に対する職業訓練の⽔準等の向上が求められる中、新たに特別⽀援障害者向け訓練コースの設置を計画している等の職業
能⼒開発校では特別⽀援障害者に対する訓練ノウハウの確⽴に向けた⽀援が必要となることから、専⾨訓練コース設置・運営サポート事業
を実施し、⼦細にわたる⽀援を⾏った。 具体的には、対象校への訪問による訓練環境等の確認を通じた指導技法等の提供に係る具体的な
ニーズ把握や、対象校の機構営校への来校による訓練場⾯等を活⽤したOJT⽅式の⽀援を複数回実施したことに加え、ノウハウ提供後は対
象校を訪問してフォローアップを実施するなど、円滑な専⾨訓練コースの設置・運営に向け、密に連携しながら複数年に渡り指導技法等の
提供に取り組んだ。

参考指標

参考事項
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【障害名】発達障害 【訓練科】情報系OAシステム科

◆障害者の職域拡⼤に向けた職業訓練の実施
・指導技法等の開発

特別⽀援障害者の⼊校者 165⼈（定員250⼈中）
・他の職業能⼒開発校では受⼊れが進んでいない特別⽀援障害者の訓練

⽣募集に係る広報、周知等の募集活動を積極的に実施
- 年間を通じて全国の関係機関（⼤学、⾼等学校を含む）への計画的

な訪問やオンラインを活⽤した募集活動等を実施
- 訓練体験を伴う内容でオープンキャンパスを開催するとともに、施

設⾒学会及び⽀援機関向け⾒学会等を複数回開催
・中央校に続き、令和６年度からは吉備校においても、障害種別によら

ず、希望と適性に応じた訓練コースにおける受⼊れの開始や、全訓練
科において訓練⽣個々の特性に応じた職業訓練と適応⽀援を⼀体的に
提供するなど、機構営校ならではの取組を積極的に周知し、特別⽀援
障害者の受⼊れを促進

○特別⽀援障害者に対する職業訓練の充実・就職に向けた取組

➊機構営校における特別⽀援障害者の定員に占める割合
66.0％ [66.0％]

数値⽬標の達成状況

⽬ 標︓60％以上 達成度︓110.0％

※ [  ]内は前年度実績 主な取組内容②

受講者数の推移

主な取組内容① ◆特別⽀援障害者の重点的な受⼊れ

拡充

◆先導的な職業訓練の実施
・指導技法等の普及に向け、障害者の職業的⾃⽴を図るための職業評価、

職業指導及び職業訓練の⼀体的⽀援による特別⽀援障害者に対する先
導的な職業訓練を実施

・吉備校に続き、令和６年度からは中央校においても、障害者の職域拡
⼤に向け、デジタル技術を活⽤した職業訓練を展開。新たな教材開発
や、昨年度の取組みにおける⾒直し・充実を実施
- VRを活⽤した安全衛⽣教育等や訓練効率化のためのARの活⽤
- メカトロ系におけるドローンを活⽤した設備点検等の訓練の実施

拡充

148
140

148 165 165

45 49 47
48 43193 189 195

213 208

59.2%
56.0%

59.2%

66.0% 66.0%

76.7% 74.1% 75.9% 77.5% 79.3%

0.0%

20.0%

40.0%

60.0%

80.0%

0

200

R2 R3 R4 R5 R6

特別⽀援障害者

以外

特別⽀援障害者

特別⽀援障害者

の定員に占める

割合

特別⽀援障害者

の⼊校⽣全体に

対する割合

(⼈)

・訓練初期は、丁寧に個々の特性を把握した上で、円滑な訓練⽣活に
移⾏するための導⼊期の訓練を実施するとともに、適応⽀援を実施。
蓄積したノウハウをもとに指導技法等を開発

・円滑な技能習得に向け、以下を意識した職業訓練を実施
- 精神障害者︓ストレス対処、体調や気分の⾃⼰管理等
- 発達障害者︓コミュニケーションスキル、リラクゼーション技法等
- ⾼次脳機能障害者︓記憶⼒、注意⼒低下等を補完する⼿段の獲得等

▲ドローンを活⽤した設備点検の技能訓練
▲VRを活⽤した
安全教育の様⼦

▲ARを活⽤して郵便物を
確認している様⼦

就労⽀援機関への登録適応⽀援プログラムに関する講座受講

個
別

⽀
援
計
画

職
業
訓
練

適
応
⽀
援

・体調管理に不安のある訓練⽣に
対して、職業訓練指導員による
技能習得のための職業訓練と並
⾏し、カウンセラーが適応⽀援
を実施

・職業訓練指導員とカウンセラー
の連携のもと継続的に⽀援し、
職業⽣活の安定のために必要と
なるストレスや疲労のマネジメ
ントを習慣化

訓
練
⽣

実践・習慣化

修了試験専攻系訓練科⽬基礎系訓練共通基礎訓練

職業訓練指導員
による

カウンセラーによる

・訓練場⾯での実践
・⾃⾝にあった⽅法の検討
・就職後の活⽤可能性の検討

理解・気づき
・講座による知識習得
・⾃⾝の現状整理
・必要性の理解

ストレス・疲労の
マネジメントの習慣化

導⼊期の訓練

職業訓練と適応⽀援を⼀体的に提供した事例
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78.8%
76.3%

79.3%

85.6%

75.6%
77.5% 75.8%

78.0%

84.6%

73.3%

60.0%

65.0%

70.0%

75.0%

80.0%

85.0%

R 2 R 3 R 4 R 5 R 6

就職率 うち特別⽀援障害者の就職率

参考︓他の障害者校の就職率
R2:60.1％、R3:61.8％、R4:67.5%、R5:65.5%
（厚⽣労働省調査「令和5年度公共職業訓練等実績」より）

訓練修了者等の就職率の推移

0.0%

○特注型企業連携訓練
・施設内の訓練で習得した技能を実際の職場で活⽤することが

困難な特別⽀援障害者の訓練⽣に対し、雇⼊れを検討してい
る企業での訓練を組み合わせた特注型企業連携訓練を実施。
当該企業における職務や環境に応じたスキルの習得を⽀援

・企業内訓練で明らかとなった獲得が望まれる技能について、
施設内訓練を通じて付与し、雇⽤可能性を向上

主な取組内容③ ◆就職率向上に向けた取組

就職率向上に係る取組
職場実習・特注型企業連携訓練等を組み合わせた実践的な職業訓練

⾯談
本⼈へ
の情報
提供

企業
⾒学

⾯談
特注型
企業連携
訓練
職場実習

⾯談
⾯接

採⽤
定着
⽀援

連携前︓訓練内容等調整、顔合わせ
連携訓練中︓職員が複数回訪問
連携最終⽇︓振り返り⾯談

・仕事理解
・就職イメージ

必要に応じた
フォローアップ

・企業情報
・⾒学企業選定 現実的な検討本⼈の希望 ・労働条件

・仕事内容など

➋機構営校における訓練修了者の訓練終了後３か⽉時点の就職率
75.6％ [85.6％] ⽬ 標︓75％以上

達成度︓100.8％

数値⽬標の達成状況

▲特注型企業連携訓練
ご案内

○訓練⽣に対する⽀援
・訓練初期には円滑な訓練⽣活に移⾏するための導⼊期の訓練を実施すると

ともに、体調の⾃⼰管理やコミュニケーションスキルの向上を⽬的として、
個別の⽀援計画を策定し、継続した適応⽀援を実施

・訓練⽣の技能習得等の状況をきめ細かに把握し、施設内で情報共有及び⽀
援⽅針を検討。訓練開始後早期に訓練と並⾏して就職活動に向けた⽀援を
実施するとともに、就職活動の流れや注意点に加え、⾃分に合った働き⽅
の検討、⾃⼰理解の促進、模擬⾯接等講座を実施。企業向けＰＲ資料（習
得技能や障害特性等）の作成等を⽀援

○企業への積極的な働きかけ
・企業の障害者雇⽤に対するイメージを醸成し、採⽤意欲の向上を図るため、

訓練⽣の雇⽤を検討している企業等の施設⾒学の積極的な受⼊れのほか、障
害者採⽤準備講座（訓練⽣によるプレゼンテーションなど企業に対して訓練
成果をアピールする場としても活⽤）や
⼈事担当者と訓練⽣が⾯談等を⾏う会社
説明会を開催
- 企業等の施設⾒学︓199社来校

障害者採⽤準備講座︓77社参加
会社説明会︓41社参加

・訓練⽣が就職を希望する全国の求⼈事業所等へカウンセラーや職業訓練指導
員が出向き、⾯接同⾏や企業に対して訓練受講経過の説明及び活⽤している
⽀援機器の解説等を実施

訓練⽣が希望する遠隔地の求⼈事業所で就職活動を⽀援した事例
・吉備校に⼊校し、寮⽣活をしながら製造業に係る職業訓練を受講した発達障害を有する訓練⽣
・地元での就職希望を踏まえ、必要となる職場環境調整等のために就職活動⽀援を実施

●訓練⽣の地元の企業に出向いて職場実
習を調整のうえ実施

●実習後の採⽤選考に職員が同⾏し、事
業主に対して訓練実施状況の補⾜説明、
⽀援機関や医療機関との連携に関する
助⾔等を実施

●就職直後に職場を訪問し、企業、訓
練⽣、⽀援機関と⾯談

●数か⽉後に再度職場を訪問し、安定
した状況を確認。フォローアップ終
了時には、定着状況が変化した場合
に⽀援機関に相談可能であることを
確認し、必要に応じて地域センター
による⽀援も可能であることを助⾔

訓練⽣の地元に出向いた就職活動⽀援 就職後のフォローアップ⽀援
医
薬
品
等
の
卸
売
業

倉
庫
作
業
担
当
者

就 職

▲会社説明会 ▲障害者採⽤準備講座

※５⽉15⽇時点

75.0%

※５⽉15⽇時点
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➌指導技法等の提供に係る⽀援メニューの受講機関数
131機関 [137機関]

➍指導技法等の提供後の追跡調査で「⽀援内容・⽅法の改善に寄与
した」旨の評価
100.0％ [100.0％]

・職業訓練指導員等を対象に、訓練場⾯の⾒学や訓練体験、実際の指導
場⾯やグループワークを通じた指導技法等を紹介

・初めて障害者職業訓練を担当する⽅を対象とした障害者職業訓練初任
者コースを新設

・デジタル技術を活⽤した新たな指導技法等の提供として、令和５年度
に新設したオンライン訓練環境構築コースの内容をさらに充実させた
クラウド活⽤訓練コースを設定

・オーダーメイドコースでは各校のニーズに応じてきめ細かく対応
・実施回数 29回 [23回] 参加機関数 69機関［75機関］

数値⽬標の達成状況
○障害者に対する指導技法等の提供・普及等

⽬標︓90％以上 達成度︓111.1％

⽬標︓120機関以上 達成度︓109.2％

◆障害者に対する指導技法等の提供・普及等主な取組内容④

・令和５年度に引き続き、会場参加とオンライン参加を組み合わせたハ
イブリッド⽅式で開催し、他の職業能⼒開発校等からの事例発表や、
機構営校からデジタル技術を活⽤した新たな指導技法等を紹介
また、グループ別検討会による意⾒交換や情報共有も実施

・参加者数 96⼈ [102⼈] 参加機関数 62機関［62機関］
アンケートによる有⽤度 94.5％ [93.7％]

・他の職業能⼒開発校等において、特別⽀援障害者の職業訓練機会を更
に広げられるよう、これまで機構営校が蓄積した訓練ノウハウを活⽤
し、専⾨訓練コースの設置・運営を⽀援。対象校への訪問によるニー
ズ把握や対象校の機構営校への来校によるOJT⽅式の⽀援、継続的な
フォローアップなど、複数年に渡り指導技法等を提供
⽀援の実施︓６校（うち新規１校）［５校（うち新規４校）］

指導技法等体験プログラム コース別実績

【障害者職業訓練推進交流プラザ】

【指導技法等体験プログラム】

【専⾨訓練コース設置・運営サポート事業】

・機構営校において蓄積したノウハウを、以下の取組を通じて、速やか
に他の職業能⼒開発校等へ情報提供・普及

拡充

新規

プログラム 内 容 回数 参加実績

障害者職業訓練
初任者コース 障害者職業訓練の基礎的知識の習得 ７回 15機関

うち⼀般校９校
⽀援⼊⾨
コース

精神・発達障害者への職業訓練の基礎的
知識の習得 ６回 14機関

うち⼀般校３校
専⾨⽀援実践
コース

指導体験等を通じて、精神･発達障害者
の実践的な職業訓練の知識・技法の習得 10回 19機関

うち⼀般校９校

委託訓練
コース

委託訓練担当者向けに、精神障害者等向
け委託訓練参考マニュアルに基づいた⽀
援技法の習得

１回 ９機関
うち⼀般校７校

管理・運営
コース

精神･発達障害者の専⾨訓練科の管理・
運営についての情報交換 １回 ３機関

うち⼀般校０校

クラウド活⽤訓練
コース

オンライン訓練の環境構築、訓練の実施
⽅法など、実践的なオンライン訓練の知
識・訓練技法の習得

１回 ２機関
うち⼀般校０校

オーダーメイド
コース

各障害者校等のニーズに応じた内容を設
定 ３回 ７機関

うち⼀般校６校

【対象校のニーズ】
・⾝体障害者に対してOAビジネス科及びWebデザイン科において職業訓練を実施してきた国

⽴県営の障害者職業能⼒開発校が、近年のニーズを踏まえ、精神障害者等の受⼊れに向けた
準備や訓練ノウハウ等の提供を希望

専⾨訓練コース設置・運営サポート事業の流れ

対象校
の

決定

対象校
の

決定

ニーズ等の
把握

・対象校を訪問

・訓練計画や訓練
環境を確認

・提供を希望する
指導技法等の
ニーズを把握

ニーズ等の
把握

・対象校を訪問

・訓練計画や訓練
環境を確認

・提供を希望する
指導技法等の
ニーズを把握

訓練計画の策定
に関する⽀援

・訓練計画の策
定、連携・協⼒
体制の構築に向
けた助⾔

・機構営校の⾒学
等を通じた指導
技法等の紹介

訓練計画の策定
に関する⽀援

・訓練計画の策
定、連携・協⼒
体制の構築に向
けた助⾔

・機構営校の⾒学
等を通じた指導
技法等の紹介

ノウハウ提供
⽀援

機構営校の訓練
場⾯等を活⽤
し、対象校指導
員に指導技法等
をOJTにより提
供

ノウハウ提供
⽀援

機構営校の訓練
場⾯等を活⽤
し、対象校指導
員に指導技法等
をOJTにより提
供

フォローアップ
⽀援

対象校のニーズに
応じて、訪問等を
⾏い、確認された
訓練実施上の課題
等に対して助⾔

フォローアップ
⽀援

対象校のニーズに
応じて、訪問等を
⾏い、確認された
訓練実施上の課題
等に対して助⾔

・障害者の職業訓練を⾏う職業訓練指導員の確保及び専⾨性の向上を図るた
め、計画的な育成に資する「障害者職業訓練職⼈材育成システム」を昨年
度に引き続き運⽤

【職業訓練指導員の計画的な確保・養成及び専⾨性の向上】

【訓練計画の策定に関する⽀援、ノウハウ提供⽀援】
・機構営校の訓練場⾯を活⽤し、職業評価や職業訓練の⾒学・体験、訓練技法に関する講義や

演習を実施。その後、訓練教材や訓練カリキュラム作成に関する助⾔を実施
【フォローアップ⽀援】
・対象校へ訪問し、訓練の実施状況を視察のうえ、現場の職員との意⾒交換を実施
・訓練カリキュラムに関する助⾔を実施

精神障害者等の職業訓練機会の拡充実現に向けた⽀援事例
対象校を訪問

機構営校に来所（５回） 対象校へ訪問（１回）等

１年間のうち２回訪問等

標 準 ３ 年 間
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